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第１章 
 

序論 

 
第１節 本論文の背景 

 

 光ファイバセンサ技術の成長と光エレクトロニクスの発展には密接な関係がある。1960

年代に固体レーザと気体レーザが相次いで開発され、また 1970 年には現在最も広く使われ

ている室内連続発振の半導体レーザが開発された[1]。一方で 1960 年代末期に光ファイバ

の研究・開発が盛んに行われ、1970 年にアメリカのコーニング社が約 20 dB/km という当

時としては画期的な低損失の石英ファイバの開発に成功した[2]。その後の研究により約

0.2 dB/km という低損失を実現している。この半導体レーザと低損失な光ファイバの開発に

より光通信の分野は急速に成長した。インターネットの普及に伴い情報量が増加し、幹線

系における光ファイバケーブルの導入のみならず、加入者系においても光ファイバが用い

られるようになった。現在では光加入者系の加入者数も 100 万人を超え、さらに増加して

いる。このような光通信分野の急速な発展と共に光ファイバセンサ分野も著しい成長を遂

げた[3]。 

 光ファイバはセンサとして実用する上で多くの利点を持つ。広帯域で低損失であるとい

うだけでなく、細径、軽量、可とう性、無誘導性、耐腐食性、絶縁耐力などの特性により

様々な環境に応用することが可能となる。更に重要となるのが光ファイバ自体が様々な物

理量を測定することができるということである。光ファイバをセンサとして活用する場合

には図 1.1 のように光ファイバを単なる伝送路として用いるタイプと、光ファイバ自体を

センサヘッドとして用いるタイプがある。光ファイバを単なる伝送路として使用する場合

には光通信に用いる時と同じく、その広帯域性と低損失性から優秀な伝送路となる。しか

し光ファイバセンサにおいて最も重要なのは光ファイバをセンサヘッドとして用いる場合 
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図 1.1: 光ファイバセンサ (a)光ファイバを伝送路として用いる場合 (b)光ファイバをセ

ンサ媒体として用いる場合 

 

である。光ファイバにより測定できる物理量としては、カー効果による電界、ファラデー

効果による磁界や、振動、温度、圧力、位置、距離、速度、電流、機械的変形などがある。

この各物理量に対応する種々の光ファイバセンサが 1970 年代からこれまでに研究・開発さ

れ、報告されている[4-9]。 

 光ファイバ自身により様々な物理量を測定することができることで、光ファイバセンサ

の可能性が更に広がることになった。光ファイバを単体のセンサヘッドとして用いるので

はなく、光ファイバ上で多点的にあるいは分布的に物理量を測定するのである。従来の電

気的なセンサではセンサヘッドを測定する箇所にそれぞれ設置する単点式のセンサであっ

た。これに対して光ファイバセンサでは光ファイバ上を多点的にあるいは分布的に測定す
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ることが可能である。したがって光ファイバを貼り付けることにより測定したい場所の物

理量を多点的にあるいは分布的に測定することができる[10-26]。 

 光ファイバセンサにおいて多点的にあるいは分布的に測定する手法として反射率測定法 

(Reflectometry) がある[27]。反射率測定法はレーダーなど様々なセンサ分野において用い

られている代表的な手法で、光ファイバセンサの分野においても応用されている。半導体

レーザなどの光源からの光を対象となる光ファイバや光デバイスに入射し、その戻り光か

ら反射率を測定する。代表的な光ファイバリフレクトメトリとして図 1.2 で示されるよう

な光時間領域リフレクトメトリ (Optical Time Domain Reflectometry; OTDR) およびコヒー

レント光時間領域リフレクトメトリ  (Coherent Optical Time Domain Reflectometry; 

C-OTDR) がある[28,29]。この手法では光パルスを対象の光ファイバや光デバイスに入射し、

光パルスを入射してから戻り光が戻ってくるまでの時間遅延を測定することで反射の位置

測定を行う。また戻り光の強度により反射率測定を行う。空間分解能は光パルス幅により

決まる。現在この手法は既に実用化が行われており、広く用いられている。主には光通信

路など全長が km を超える長距離の光システムに対して数 m 程度の空間分解能で測定する

際に用いられている。 

 もうひとつの代表的な光ファイバリフレクトメトリとして図 1.3 のような光周波数掃引

リフレクトメトリ  (Optical Frequency Domain Reflectometry; OFDR、または  Frequency 

Modulated Continuous Wave; FMCW)がある[30-44]。この手法は連続光を用いた干渉計測で

ある。光周波数を鋸波的に変調した光を参照光路と対象となる光ファイバや光デバイスに

入射し、受光部で戻り光と参照光のビート周波数を解析する。観察されるビート周波数が

参照光と信号光の時間遅延に比例することから反射の位置を知ることが出来る。またビー

ト周波数の強度により反射率を測定することができる。空間分解能は周波数分解能に依存

する。OFDR は OTDR よりも高空間分解能なシステムを構築することができる手法として

注目されており、数 m から数 100 m の範囲においては cm オーダあるいはそれ以上の空間

分解能を実現することができる。 

 さらに別の手法としては図 1.4 のような低コヒーレンスリフレクトメトリ (Optical Low 

Coherence Reflectometry; OLCR)がある[45-50]。白色干渉計を原理として開発された手法で

ある。光源として白色光源を用い、参照光と信号光との間に時間遅延がないときにのみ干

渉することを利用する。参照光路の光路長により位置測定を行い、干渉出力の強度により

反射率を測定する。この手法における空間分解能は光源のコヒーレンス長により決まる。 
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図 1.3: OFDR の概念図 

 

実際の測定では参照光路に設置しているミラーなどの位置を移動させることで参照光路の

光路長を変化させて反射率分布を取得する。この手法は既に実用化がなされており、眼科

などの生体計測への応用や厚み測定などに用いられている。1 m 以内程度の測定範囲なが

らも、空間分解能としては数 µm から数 10 µm という超高空間分解能が実現されている。 

 保立研究室ではこれまでにオリジナル技術として光波コヒーレンス関数の合成法を応用

したリフレクトメトリ  (Optical Coherence Domain Reflectometry; OCDR 、または

phase-modulating Optical Coherence Domain Reflectometry; p-OCDR) を提案している[51-61]。

干渉特性を表現する光波コヒーレンス関数が光源のパワースペクトラムのフーリエ変換で

表されることを利用した干渉計測である。光源の光周波数を変調することで、白色光源と

同様なデルタ関数形状のピークを持つ光波コヒーレンス関数を合成する。OLCR の場合は 
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図 1.4: OLCR の概念図 

 

参照光路の光路長により位置測定を行ったが、OCDR あるいは p-OCDR は光源の光周波 

数変調、あるいは参照光路における位相変調によりピークの生じる位置を変化させる。そ

の為に位置測定は、光源の光周波数変調波形あるいは参照光路での位相変調波形により行

う。この手法における空間分解能は光源の光周波数変調の変調量により決まり µm オーダ

から cm オーダまで自由に設定することが出来る。測定範囲は光源のコヒーレンス長によ

り制限され数 10 m 程度となる。保立研究室では、この OCDR や p-OCDR を応用した様々

な光ファイバセンサについて提案し、研究を進めている[62-83]。OCDR あるいは p-OCDR

の特徴のひとつとして測定距離による空間分解能の劣化が少ないということがある。これ

はある箇所の反射率を高速に測定することができるからである。保立研究室ではこのこと

から光通信システムにおいて遠方の光ファイバや光デバイスを診断する遠方監視用リフレ

クトメトリを提案している[84-86]。5 km 遠方において cm オーダの空間分解能を実現して

いる。 

 これまでに説明した光ファイバセンサにおける各種光ファイバリフレクトメトリはそれ

ぞれの測定範囲や空間分解能などの特徴から各分野への応用が検討されている。しかしな

がら広い測定範囲と高い空間分解能を両立する光ファイバリフレクトメトリは未だ提案さ

れていない。具体的な性能としては数 km から数 10 km の測定範囲と cm オーダの空間分

解能である。このような性能を持つ光ファイバリフレクトメトリを実現することにより、

光加入者系を診断する技術や広範囲のひずみセンサ、温度センサなど、これまでの各種光

ファイバセンサの性能を向上させると共に、新たな分野への応用も可能になる。 
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第２節 本論文の目的と構成 

 

 前節における背景をもとに、本論文ではこれまでに保立研究室において提案・研究され

てきた OCDR あるいは p-OCDR において、遠方でその超高空間分解能を維持したまま測定

範囲の拡大を行う手法について検討する。 

 論文の前半においては基本となる光波コヒーレンス関数の合成法について説明すると共

に、本論文の主要テーマのひとつである光ファイバ遅延ループを用いた光波コヒーレンス

関数の合成法による遠方監視用リフレクトメトリについて述べる。まず第２章では光の干

渉を定性的に概観した後に、光波を解析的に取り扱い光波コヒーレンス関数を導出する。

その後に光源と光波コヒーレンス関数の関係について説明し、具体的な光源の特性と光波

コヒーレンス関数の例をあげる。さらに光波コヒーレンス関数の合成法について述べる。

光波コヒーレンス関数の合成法では実際に光波コヒーレンス関数の合成法を行うときに使

用する余弦的な形状の光波コヒーレンス関数と、後の章においてリフレクトメトリに用い

るデルタ関数的な形状のピークを持つ光波コヒーレンス関数を合成する方法を具体的に説

明する。そして位相変調を併用することでデルタ関数的な形状のピークを持つ光波コヒー

レンス関数を時間遅延軸上でシフトすることができることを示す。引き続いて第３章では

まず前章で説明した矩形波的な変調によりデルタ関数的な形状のピークを持つ光波コヒー

レンス関数を合成する方法を用いたリフレクトメトリを述べる。その後に、その手法を遠

方監視用に応用するための光ファイバ遅延ループを用いた光波コヒーレンス関数の合成法

による遠方監視用リフレクトメトリついて説明し、その理論をもとに実際に実験系を構築

し基礎実験を行った結果について報告を行う。第４章では遠方監視用リフレクトメトリの

各種性能について議論する。ダイナミックレンジ、空間分解能、測定範囲、そして測定時

間の項目についてどのような要因で制限されているかについて考察し、具体的な数値によ

り実現可能な性能をシミュレーションする。 

 論文の後半では本論文のもうひとつの主要テーマであるコヒーレンス長を超えた領域に

おける光波コヒーレンス関数の合成法によるリフレクトメトリについて述べる。第５章で

はまず第２章において説明したデルタ関数形状のピークを持つ光波コヒーレンス関数の合

成法のうち正弦波的な変調を用いた方法におけるリフレクトメトリへの応用について述べ

る。その後にコヒーレンス長を超えた領域における光波コヒーレンス関数の合成法による

リフレクトメトリを提案する。コヒーレンス長を超えたことによる影響を従来の光波コヒ
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ーレンス関数の合成法の議論に取り込み解析的に取り扱う。そして具体的な数値を用いて

シミュレーションを行う。さらに実際に実験系を構築して基礎実験を行ったのでその結果

について報告する。またこの手法における空間分解能について議論を行い、まとめとして

既存の技術と本論文で述べた２つの手法について比較・検討を行う。 

 最後に第６章においてこの論文の結論を述べる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

第２章 
 

光波コヒーレンス関数の合成法 

 
第１節 はじめに 

 

 本章では、保立研究室のオリジナル技術である光波コヒーレンス関数の合成法について

述べる。本論文では光波コヒーレンス関数の合成法を応用した OCDR の測定範囲の拡大を

主目的としていることから、光波コヒーレンス関数の合成法は非常に重要となる。まず、

光の干渉について定性的に説明した後に、光波コヒーレンス関数の定義と導出を行う。さ

らに光波コヒーレンス関数と光源の関係について説明し、具体的な光源の特性とその光波

コヒーレンス関数を紹介する。また光波コヒーレンス関数の合成法の原理について述べる。

この原理に基づいて、デルタ関数的な形状のピークを持つ光波コヒーレンス関数を合成す

るための具体的な手法を２つ説明し、同時に位相変調を用いた光波コヒーレンス関数の合

成法について述べる。 

 

第２節 光の干渉 

 

 光のコヒーレンスには２種類ある。時間的コヒーレンスと空間的コヒーレンスである

[87]。時間的コヒーレンスというのは、ある光が自分自身に対して時間遅延だけを与える

ことにより得られる光との間における干渉である。一方で、空間的コヒーレンスというの

は、ある光が自分自身に対して空間的な横ずらしを与えることにより得られる光との間に

おける干渉である。光の干渉について簡単な議論をする場合には、点光源であることや単

色光であることを仮定することが多い。しかし実験においての光はある有限の幅のスペク

トルを持っており、さらに光源は点ではなくある有限の大きさを持っている。その為に時
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間的コヒーレンスと空間的コヒーレンスの両方について議論する必要がある。しかしなが

らその両方について議論をすると複雑になる。そこで、我々の実験においてはレーザを光

源として用いることから、空間的コヒーレンスは十分に高いとして無視することにする。

そして時間遅延による干渉、すなわち時間的コヒーレンスについてのみ考えることにする。 

 まず干渉現象について定性的に説明をする。図 2.1 に示すようなマイケルソン干渉計に

ついて考える。光源から出力された光はハーフミラーで分割され、片方の光はミラー１に、

もう片方の光はミラー２に向かう。それぞれの光はミラーに反射され、再びハーフミラー

により合波され検出器に入射する。入射する光の強度は干渉計のそれぞれの光路からの光

の干渉により決定される。ミラー１の位置を動かすことで干渉計における２つの光路の光

路差が変化し、それにより光の強度が変化することになる。ミラー１を連続的に動かすこ

とで、検出器上の光は、互いに強め合う干渉から互いに弱め合う干渉へと交互に変化をし

ていく。通常は光源がある線幅をもつことからミラー１の移動量が増えるに従って、図 2.2

のように干渉縞の振幅は徐々に低下していく。 
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図 2.1: マイケルソン干渉計 
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図 2.2: 干渉の様子 

 

第３節 光波コヒーレンス関数 

 

 前節では光の干渉について定性的に説明した。そこで今節では解析的に扱っていくこと

にする。まず２つのことについて仮定をする。ひとつは光の偏波の状態については無視す

るとする。偏波の状態により干渉の様子は変化するが、実験においては偏波コントローラ

や偏波ダイバーシティ、偏波スクランブリングなどによりその影響を除去することができ

る。もうひとつは検出器が無限に長い時間にわたって平均値を検出することにする。実験

では十分な時間に渡って積分を行うことからこのように仮定することができる。 

 次に光波の式について考える。一般的に実信号を取り扱う際には複素信号表示で表すこ

とで扱いやすくする。単色光の場合には実信号を、 

( ) ( ) (2.1)     2cos 0
)( φπν −= tAtu r  

と表す。ここで A、ν0、φは、それぞれ一定の振幅、周波数、位相を表す。この信号の複

素信号表示は、 

( ) ( )( ) (2.2)     2exp 0 φπν −−= tjAtu  

となり、実部がもとの実信号となる。これと同様に光が有限のスペクトル幅をもつ非単色

光の場合にも複素信号表示する必要がある。実信号 V(t)(t)があり、そのフーリエ変換が v(ν)

であるとすると、その複素信号表示は、 
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( ) ( ) ( ) (2.3)     2exp2
0

νπνν dtjvtV ∫
∞

−≡  

と定義することができる。これを解析信号と呼ぶ。 

そこで光源における光電界場の振幅を解析信号 V(t)で表す。この時の光の強度は、 

(2.4)     )((t)  (t)2  I 2
0 tVVV ∗⋅==  

と表される。ただし<*>は次式で定義される時間平均を表す。 

(2.5)     dt1lim  * 2
T

2
T-∞ → T ∫ ∗=

T
 

 ここで図 2.3 のマッハツェンダー干渉計の各光路での光の電界場をそれぞれ V1(t)、V2(t)

とすると、 

(2.7)     )()(
(2.6)     )()(

222

111

τ
τ
−×=
−×=

tVAtV
tVAtV

 

と表される。ここで τ1 と τ2 は各光路の時間遅延である。また A1 と A2 はそれぞれの光路で

の分割比である。したがって検出器における光の強度は本質的ではない係数を除くと、 

( ) ( )[ ] ( ) ( )[ ]
( ) ( ) ( ) ( )

( ) ( ) ( ) ( ) (2.8)     21212121

22
2

211
2

1

2121

ττττ

ττττ

−⋅−×+−⋅−×+

−⋅−+−⋅−=

+⋅+=

∗∗

∗∗

∗

tVtVAAtVtVAA

tVtVAtVtVA

tVtVtVtVI

 

となる。光源の定常性を過程するとこれらの式は時間原点には依存しないため、 

( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( ) (2.9)     2211 tVtVtVtVtVtV ∗∗∗ ⋅=−⋅−=−⋅− ττττ  

と表される。したがって式(2.8)は 

( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( ){ }
(2.11)     

(2.10)    2

12

21
2

2
2

1

τττ

τ

−=

−⋅ℜ××+⋅+⋅= ∗∗∗ tVtVAAtVtVAtVtVAI
 

となる。ここで光電界場 V(t)の自己相関関数を、 

( ) ( ) ( ) (2.11)     ττ −⋅≡Γ ∗ tVtV  

と定義すると、式(2.10)は、 

( ) ( ) ( )[ ] (2.12)     200 21
2

2
2

1 τΓℜ××+Γ+Γ= AAAAI  
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図 2.3: マッハツェンダー干渉計 

 

となる。 

 自己相関関数 Γ(τ)は光源の光強度を含んでいることから、 

( ) ( )
( ) (2.13)     
0Γ

Γ
≡

ττγ  

のように規格化を行う。これが光波コヒーレンス関数 γ(τ)の定義である。光波コヒーレン

ス関数を用いて式(2.12)を変形すると、 

( )[ ]
( )
( ) (2.16)     0

(2.15)     0

(2.14)     2

2
22

2
11

2121

Γ=

Γ=

ℜ++=

AI

AI

IIIII τγ

 

と書ける。式(2.14)から、第１項と第２項はそれぞれの光路を通る光の強度を表し、第３項

では二つの光が合わさった場合の干渉縞を光波コヒーレンス関数の実部により表されてい

ることがわかる。この時に光波コヒーレンス関数の絶対値|γ(τ)|が干渉縞の包絡線を表す。

この光波コヒーレンス関数の絶対値は可干渉度 (Degree of coherence) と呼ばれる。 

 

第４節 光波コヒーレンス関数と光源の関係 

 

 ここでは干渉を表現する光波コヒーレンス関数と光源の関係について述べる。解析信号

V(t)をフーリエ積分で表すと、 

( ) ( ) ( )

( ) ( ) ( ) (2.17)     2exp
2
1

(2.3)     2exp2
0

dttjtVv

dtjvtV

πνν

νπνν

∫

∫
∞

∞−

∞

=

−=
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となる。この式を用いると式(2.11)の自己相関関数 Γ(τ)は、 

( ) ( ) ( ) (2.18)     
2
1lim dttVtV
T

T

TT
∫−

∗

∞→

−⋅=Γ ττ  

と表せる。ここで光源のパワースペクトラム G(ν)を、 

( ) ( )
(2.19)     

2

2

lim T
v

G
T

ν
ν

∞→

≡  

と定義すると、式(2.18)は、 

( ) ( ) ( )

( ) ( ) ( )( )

( ) ( ) ( ) ( )

( ) ( )

( ) ( ) (2.20)     2exp4

2exp4
2
1

2exp2exp4
2
1

2exp2
2
1

2
1

0

0

2

0

0

lim

lim

lim

lim

∫

∫

∫ ∫

∫ ∫

∫

∞

∞

∞→

∞ ∗

−
∞→

−

∞ ∗

∞→

−

∗

∞→

−=

−=

−



=





 −=

−⋅=Γ

νπντν

νπντν

νπντνπν

ντπνν

ττ

djG

djv
T

djvdttjtV
T

dtdtjvtV
T

dttVtV
T

T

T

TT

T

TT

T

TT

 

となる。これにより自己相関関数 Γ(τ)が光源のパワースペクトラム G(ν)のフーリエ変換で

与えられることがわかる。 

 また光波コヒーレンス関数は式(2.13)と式(2.20)から、 

( )
( ) ( )

( )
(2.21)     

2exp

0

0

∫
∫

∞

∞
−

≡
νν

νπντν
τγ

dG

djG
 

と表される。したがって光波コヒーレンス関数は光源のパワースペクトラムのフーリエ変

換を、光源の全パワーで規格化したものである。 

 ここで光源がある特定の形状のパワースペクトラムを持つ場合について、その光波コヒ

ーレンス関数を示す。まず光源が幅のない理想的な単一のパワースペクトラムを持つ場合

を考える。光の周波数を f0 とすると光波コヒーレンス関数は、 

( ) ( ) (2.22)     2exp 0τπτγ fj−=  

のようになる。この光波コヒーレンス関数の絶対値は、 

( ) ( ) (2.23)     12exp 0 =−= τπτγ fj  

である。つまり可干渉度は光路差にかかわらず常に１である。つまり干渉縞の包絡線は常
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に一定である。 

 通常の半導体レーザは閾値以上で発振している場合にはそのパワースペクトラムはロー

レンツ形状をしている。したがって光源のパワースペクトラムがローレンツ形状をしてい

る場合の光波コヒーレンス関数を示す。光源のパワースペクトラムは、 

( )
( )

(2.24)     

2

2
2

0 





+−

=
fff

ffG
δ

δ
 

とおくことができる。この時に f0 は中心周波数、δf は周波数半値全幅である。この時の光

波コヒーレンス関数は、 

( ) ( ) ( ) (2.25)     2expexp 0τπτπδτγ fjf −⋅−=  

となる。またこの光波コヒーレンス関数の絶対値は、 

( ) ( ) (2.26)     exp τπδτγ f−=  

となる。これは光路差により可干渉度が指数関数的に減少していくことを表している。ま

たその減少の仕方は光源スペクトル幅が広いほど顕著である。 

 低コヒーレント干渉計などでは光源として超光発光ダイオード  (Super Luminescent 

Diode; SLD)が用いられることが多い。この SLD はパワースペクトラムがガウス形状をし

ている。したがって光源のパワースペクトラムがガウス形状をしている場合について、光

波コヒーレンス関数を示す。光源のパワースペクトラムは、 

( ) (2.27)     2ln2exp2ln2
2

0



















 −
−=

f
ff

f
fG

δδπ
 

とおくことができる。この時の光波コヒーレンス関数は、 

( ) ( ) (2.28)     2exp
2ln2

exp 0

2

τπτπδτγ fjf
−




















−=  

となる。またこの光波コヒーレンス関数の絶対値は、 

( ) (2.29)     
2ln2

exp
2




















−=

τπδτγ f
 

となる。光源のパワースペクトラムと同様に可干渉度もガウス形状となる。 

 以上の光源のパワースペクトラムと可干渉度の関係を図 2.4 に示す。 
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図 2.4: 各種光源とその可干渉度 (a)単色光源の場合 (b)半導体レーザのようなローレン

ツ形状のパワースペクトラムを持つ光源の場合 (C)SLD のようなガウス形状のパワース

ペクトラムを持つ光源の場合 

 

第５節 光波コヒーレンス関数の合成法 

 

 前節の議論から、光波コヒーレンス関数 γ(τ)が光源のパワースペクトラムのフーリエ変
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換で与えられることがわかった。また光波コヒーレンス関数の絶対値|γ(τ)|が可干渉度と呼

ばれ、干渉縞の包絡線を表していることがわかった。したがって光波コヒーレンス関数あ

るいは可干渉度が、光源の光周波数を変調することでパワースペクトラムを変化させて合

成することが可能である。そこで光周波数変調による光波コヒーレンス関数の合成法につ

いて述べる。 

 光波コヒーレンス関数の合成法を行うための光源としては、最初にも述べたように空間

的コヒーレンスの高い半導体レーザを使用するものとして議論を進めていく。半導体レー

ザは注入電流に対して直接発振周波数を変化させる特性を持つため、容易かつ高速に発振

周波数に変調を加えることができる。それによりパワースペクトラムを容易に変化させる

ことができ、光波コヒーレンス関数を合成することができる。 

 光周波数変調による光波コヒーレンス関数の合成法の原理図を図 2.5 に示す。光源に半

導体レーザを用いたマッハツェンダー干渉計である。ここでは２値の光周波数変調により

合成される光波コヒーレンス関数について考える。光源の光周波数を図 2.5 (a)のように矩

形に変調する。それぞれの２つの周波数は f0 と f0+fs とする。この時に合成される光波コヒ

ーレンス関数は式(2.20)から、 

( ) ( ) ({ }[ ]
( ) (2.30)     cos2exp

2exp2exp
2
1

0

00

τπτπ

τπτπτγ

s

s

ffj

ffjfj

⋅−=

+−+−= )
 

のようになる。この光波コヒーレンス関数の絶対値は、 

( ) (2.31)     cos τπτγ sf=  

となる。つまり光源を図 2.5 (a)のように矩形に変調した場合に合成される光波コヒーレン

ス関数は図 2.5 (c)のように余弦関数の絶対値をとった形状となる。この光波コヒーレンス

関数は半導体レーザの周波数変調特性を最適化する場合に用いられる。余弦関数の周期が

一定になるようにシステムのパラメータを調整する。 

 次に図 2.6 (a)のように周波数変調を行った場合について考える。周波数 f0 を中心として

上下に等間隔に矩形波状に変調した場合である。光の周波数は f0、f0+fs、f0-fs、f0+2fs、f0-2fs

···となる。この時も先程の場合と同様に式(2.20)から 
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図 2.5: ２値の光周波数変調による光波コヒーレンス関数の合成法 (a)光周波数変調 (b)

パワースペクトラム (c)可干渉度 
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( ) ( ) ( )

( ) ( )

( ) ( ){ }
( ) ( ) (2.32)     
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12sin
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12exp
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のような光波コヒーレンス関数となる。またこの光波コヒーレンス関数の絶対値は、 

( ) ( ){ }
( ) ( ) (2.33)     

sin12
12sin

τπ
τπ

τγ
s

s

fN
fN

+
+

=  

となる。すなわちある程度以上大きな N に対しては、 

( )

( ) (2.35)     0

(2.34)      1

=→≠

=→=

τγτ

τγτ

s

s

f
m
f
m

 

 

というように図 2.6 (c)のように周期的なデルタ関数形状のピークを持つことになる。この

デルタ関数形状のピークを持つ光波コヒーレンス関数は、後に説明する OCDR や p-OCDR

において用いる。 

 最後に図 2.7 (a)のように正弦波的に周波数変調を行った場合について考える。この時に

半導体レーザの発振周波数は 

( ) ( ) (2.36)     2sin 210 tffftf π+=  

となる。ただし、中心周波数を f0、変調振幅を f1、変調周波数を f2 とする。ここから光の

位相 Φ(t)と電界 V(t)は、 

( ) ( )

( )

( ) (2.37)     2cos2

2cos
2

2

2

2

1
2

2

1
0

0
2

2

1
0

0

f
f

tf
f
f

tf

tf
f

ftf

dttft
t
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+−=









−=

=Φ ∫

ππ

π
π

π

π

 

( )[ ] (2.38)     exp)( tjtV Φ=  

と表される。この時の光波コヒーレンス関数は、 
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図 2.6: 多段の矩形波的な変調によるデルタ関数形状の光波コヒーレンス関数の合成法 

(a)光周波数変調 (b)パワースペクトラム (c)可干渉度 
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図 2.7: 正弦波的な変調によるデルタ関数形状の光波コヒーレンス関数の合成法 (a)光周

波数変調 (b)パワースペクトラム (c)可干渉度 
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となる。また光波コヒーレンス関数の絶対値は、 

( ) (2.40)     2sin
2

2
2

1
0 








= τπτγ f

f
f

J  

となる。ここで J0 は０次の第１種ベッセル関数である。f1 が十分に大きい場合には、 

( )

( ) (2.42)     0

(2.41)      1
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=→≠

=→=

τγτ

τγτ

f
m
f
m

 

となり、デルタ関数的なピークを持つ形状になる。こちらの正弦波的に変調する光波コヒ

ーレンス関数の合成法も、後に説明する OCDR あるいは p-OCDR に用いる。 

 

第６節 位相変調と光周波数変調を用いた光波コヒーレンス関数の合成法 

 

 前節では光源の光周波数を変調する光波コヒーレンス関数の合成法を説明した。しかし、

この手法では等光路点を原点とした原点対称の光波コヒーレンス関数しか合成することは

できない。そこで今節では光周波数変調に加えて位相変調も同時に行う光波コヒーレンス

関数の合成法を述べる。これにより原点対称以外の光波コヒーレンス関数を合成すること

ができる。そこで多段に矩形変調して合成したデルタ関数形状の光波コヒーレンス関数を

位相変調によりシフトする手法を説明する。 

原理図を図 2.8 に示す。片方の光路に位相変調器を挿入したマッハツェンダー干渉計で

ある。光源は周波数 f0 を中心として上下に等間隔に矩形波状に変調する。光の周波数は f0、

f0+fs、f0-fs、f0+2fs、f0-2fs···となる。またこれに同期して位相変調を行う。位相 θ0 を中心

として上下に等間隔に矩形波状に変調する。変調される位相は、θ0、θ0+θs、θ0-θs、θ0+2θs、

θ0-2θs···となる。この時に位相間隔 θs は周波数間隔 fs により、 
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図 2.8: 位相変調によるデルタ関数形状の光波コヒーレンス関数の掃引 

 

(2.43)     2 κπθ ss f=  

と表される。ただし κは位相変調指数である。この時、光波コヒーレンス関数は、 
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となる。さらに光波コヒーレンス関数の絶対値は、 
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となる。N がある程度大きい場合には、 
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となる。式(2.32)-(2.35)と式(2.44)-(2.47)を比較するとわかるように合成されたデルタ関数形

状のピークを持つ光波コヒーレンス関数が位相変調指数だけ時間遅延軸上をシフトしてい

る。これにより原点対称以外の光波コヒーレンス関数も合成できることがわかる。また位

相変調の波形はその特性から+πと-πで折りたたむことができる。 

 

第７節 まとめ 

 本章では本論文で提案する光ファイバリフレクトメトリの基本となる光波コヒーレンス

関数の合成法について説明した。光の干渉について定性的に説明した後に、光波コヒーレ

ンス関数を導出した。干渉縞の特徴を表現する光波コヒーレンス関数は光源のパワースペ

クトラムのフーリエ変換で与えられることを示した。光源のパワースペクトラムがガウス

形状やローレンツ形状である場合の光波コヒーレンス関数を示した。そして光源に光周波

数変調を加えることでパワースペクトラムを制御して、光波コヒーレンス関数を合成する

ことが可能であることを説明した。その際に２値の矩形波上の変調によりできる光波コヒ

ーレンス関数や、正弦波的な変調及び多段の矩形波的な変調によりデルタ関数形状のピー

クを持つ光波コヒーレンス関数を合成する手法を述べた。さらに光源の光周波数変調だけ

でなく、位相変調を同時に行うことで光波コヒーレンス関数を時間遅延軸上でシフトする

ことができることを説明した。 
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第３章 
 

光ファイバ遅延ループを用いた光波コヒーレン

ス関数の合成法による遠方監視用リフレクトメ

トリ 

 
第１節 はじめに 

 

現在、光通信技術の発達やインターネットなどの普及による通信量の増大により、幹線

系及び加入者系において電気ケーブルに替わり光ファイバケーブルが用いられるようにな

ってきている。実際に加入者系では Asymmetric-Digital-Subscriber-Line (ADSL) のサービス

に続いて図 3.1のような Fiber-To-The-Home (FTTH) のサービスがNTTをはじめとした各社

により提供されるようになっている[88-90]。そしてその加入者数は年々増加しており、現

在では 100 万人を超えている。このような光ファイバ通信の導入と共に、改めて信頼でき

る通信網を確立するためには光ファイバ通信網を管理・保守するシステムが必要である。

特にそのシステムの中でも光ファイバや光デバイスの状態把握や故障診断が重要となる。

但し光ファイバ通信網は全長が数 km から 100 km 超に及ぶ場合もあり、人の手により診断 

 

図 3.1: Fiber-To-The-Home (FTTH) 
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・管理をするには多大な労力と時間を要する。そこで局者に居ながらにして遠方の光ファ

イバや光デバイスを診断する技術が求められている。 

このような診断技術に光ファイバリフレクトメトリは適していると考えられる。光ファ

イバ通信では光により通信を行うことから、同様に光により診断をすることはシステム的

にも親和性がある。幹線系においては実際に OTDR が既に実用化されている。幹線系では

数 10 km から 100 km 超という長尺の光ファイバケーブルが用いられており、広い測定範

囲を持つ OTDR は非常に適していると言える。一方で光加入者系では測定範囲は数 km か

ら長くて 20 km 程度であり、また数多くの分岐を持つ。その中において光ファイバや光デ

バイス、特に光ファイバカプラや終端にある Optical Network Unit (ONU) などを cm オーダ

の分解能で診断する必要がある。この光加入者系に適用する光ファイバリフレクトメトリ

については数多くの研究が行われている。 

光加入者系の管理システムは光ファイバ診断技術を含む総合的な管理システムである

[91-93]。代表的なものとして図 3.2 のような NTT により研究開発された Automatic optical 

fiber operation support system (AURORA) などがある[91]。AURORA は実際の光加入者系に

適用することを目的に、より実用的な開発が行われている。開発の進行と共に取り扱える

光ファイバ数が増えるなど様々な性能が向上している。その為にシステム内の光ファイバ

診断技術としては既に実用化され、技術的にも成熟し、コスト的にも安価な OTDR が採用

されている。OTDR の光加入者系への適用に関する研究としては、通信中においても通信

 

図 3.2: Automatic optical fiber operation support system (AURORA)の基本構成 
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の質を低下させることなく光ファイバの診断を行うために通信帯域外の 1650 nm の波長に

よる OTDR や[94]、分岐後の故障したブランチを特定するために FBG の反射率と反射位置

を利用した高空間分解能 OTDR などがある[95]。しかしながら OTDR では空間分解能は 1-2 

m 程度である。OTDR の空間分解能は光パルス幅により決まることから、空間分解能を向

上するためには光パルス幅を短くする必要がある。しかし、これは広い受光帯域が必要と

なり信号対雑音比が劣化する。また光加入者系は分岐が多いため各ブランチでの光パワー

は減少する。空間分解能を向上するために光パルス幅を短くすると、さらに光パワーが減

少し信号対雑音比が劣化する。ブランチや光パルス幅による光パワーの減少を補うために

光パルスの光パワーを増加すると、光ファイバ中において非線形現象が生じてしまい信号

対雑音が劣化する。したがって OTDR では cm オーダの空間分解能という、光加入者系に

おいて本来必要となる性能を満たすことができない。 

 OFDR においても光加入者系への適用を目的とした研究が行われている[96-99]。OFDR

は連続光による干渉計測であることから、上記の OTDR のような光パルス幅や光パワーに

よる空間分解能の制限はない。これまでに 1 km 遠方の反射光分布を空間分解能 14 cm で得

られたことが報告されている[99]。しかしながら測定範囲を数 km から数 10 km に拡大する

と、空間分解能が数 10 cm から m オーダに劣化する。これは、数 km の長さの光ファイバ

をアームに用いて干渉計を構成しているため、温度変動などの環境の揺らぎにより光ファ

イバを通る光が位相変調を受けるからである。干渉計のそれぞれのアームにおいて異なる

位相変調を受けることでビート周波数が変動し、それにより空間分解能が劣化するように

なる。この問題を解決するには温度などの環境の揺らぎに影響されないように高速に測定

する必要がある。OFDR では光源の光周波数を鋸波的に変調している。したがって高速に

測定するために、光周波数を高速に掃引しなければならない。空間分解能を劣化させる要

因としては光周波数を掃引する線形性もある。干渉計の２つのアームの周波数差を位置情

報に変換することから正しく比例関係である必要がある。したがって光周波数掃引の線形

性が崩れることで空間分解能が劣化することになる。以上のことから OFDR において 10 

cm 程度の空間分解能を維持しつつ測定範囲を拡大するためには、これまでよりも高速で且

つ高精度の線形性をもった光周波数掃引が必須となる。1 km 遠方で空間分解能 14 cm の反

射率分布を得られた報告では外部変調器により 0.1 THz/sec の速度で掃引されている。また

周波数シフト帰還形レーザが線形で高速なチャープ光を出射することを OFDRへ応用する

研究も行われている[100]。しかしながら線形性を保ちながらこれまで以上に高速に光周波
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数を掃引することは困難である。 

 保立研究室ではオリジナル技術であるOCDRおよび p-OCDRをもとにしていくつかの遠

方監視用リフレクトメトリを提案している[84-86]。OCDR および p-OCDR はあるひとつの

測定点に対して高速に測定することができる。したがって数 km 遠方においても温度の変

動などによる環境の揺らぎに影響されることなく空間分解能を維持することができる。ま

たOFDRと同様に連続光による干渉計測であることからOTDRのような空間分解能を制限

するトレードオフは存在しない。これまでに 5 km 遠方において 6 cm の空間分解能で反射

光分布を測定したことを報告している[84]。しかしこの手法ではコヒーレンス長などによ

り測定範囲が数 10 m に制限されている。その為に広い範囲を測定するためには参照光路

に設置されている光ファイバ遅延線の長さを機械的に切り替える必要がある。 

 この機械的な切り替えを無くし、測定範囲の拡大を行うために、光源部分に光ファイバ

周回ループを用いた、光波コヒーレンス関数の合成法による遠方監視用リフレクトメトリ

も提案している[86]。この手法では光源部分に設置した光ファイバ周回ループの効果によ

り等価的に周回ループ長だけの長さの異なる参照光路が無数に生じることになり、その結

果として機械的に遅延線を切り換えることなく広範囲を測定することが可能となる。また

光源で光周波数変調を行わずに光波コヒーレンス関数を合成することから、光源の変調特

性による空間分解能の劣化も生じない。実験では 5 km 遠方を 13 cm の空間分解能で測定し

た反射率分布を報告している[86]。ただし、測定範囲とダイナミックレンジの間にはトレ

ードオフの関係がある。これは測定範囲を拡大する為の複数の参照光路がそれぞれに異な

るビート周波数を持つために、周波数軸上においてクロストークが生じるからである。ま

た光源の光ファイバ周回ループにより測定範囲の拡大と光波コヒーレンス関数の合成を行

うことから、システムの性能設計をする上で制限要因が多く、非常に困難である。 

 これらのことから判るように km 遠方において 10 cm 程度の空間分解能を実現可能であ

るのは光波コヒーレンス関数の合成法による遠方監視用リフレクトメトリのみである。そ

こで、この章では光ファイバ遅延ループを用いた光波コヒーレンス関数の合成法による遠

方監視用リフレクトメトリを説明する。このシステムでは参照光路に設置した光ファイバ

遅延ループにより測定範囲の拡大が可能となる。また光源部分で光波コヒーレンス関数の

合成を行い、光ファイバ遅延ループで測定範囲の拡大を行うことから、光源部分に光ファ

イバ周回ループを用いた光波コヒーレンス関数の合成法による遠方監視用リフレクトメト

リに比べて、自由度が増し柔軟にシステムの性能設計をすることが可能となる。 
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まず p-OCDR について説明する。光波コヒーレンス関数の合成法により合成される光波

コヒーレンス関数とリフレクトメトリシステムの関係について、そしてシステム性能にお

いて重要な空間分解能と測定範囲について説明する。ここでは前章で述べた多段の矩形波

変調により合成したデルタ関数形状のピークを持つ光波コヒーレンス関数を用いる。続い

て光ファイバ遅延ループを用いた光波コヒーレンス関数の合成法による遠方監視用リフレ

クトメトリの原理を示す。反射率分布を測定可能であると解析的に説明し、新たに設置し

た光スイッチや光ファイバ遅延ループによりどのように測定範囲が拡大されるかを述べる。

そして実際に構築した実験系について説明した後に、5 km 遠方の反射率分布を空間分解能

11 cm、測定範囲 1 km で測定した結果を報告する。 

 

第２節 位相変調を用いた光波コヒーレンス関数の合成法によるリフレクト

メトリ (p-OCDR) 

 

 今節では前章において説明した、デルタ関数形状のピークを持つ光波コヒーレンス関数

の合成法を応用したリフレクトメトリについて述べる。ここでは特に多段に矩形波変調を

行って合成する手法を用いる。まず原理図を図 3.3 に示す。参照光路に光位相変調器と光

周波数シフタを設置したヘテロダイン干渉計である。光源には光周波数を変調することが

できる半導体レーザを用いるとする。半導体レーザから出力された光は 3dB カプラを通り

それぞれ信号光路と参照光路に分割される。信号光はそのまま対象となる光ファイバや光

導波路に入射される。入射された信号光の一部あるいは全てがレーリー散乱やフレネル反

射により再び干渉計に戻る。参照光は位相変調器と光周波数シフタを通り、3dB カプラで

反射あるいは散乱により戻ってきた信号光と合波され受光器に到達する。光源はデルタ関

数形状のピークを持つ光波コヒーレンス関数を合成する為に図 3.3 のように矩形波上に多

段に変調されている。また位相変調器では光源の光周波数変調に同期して同じ形状の変調

波形で位相変調する。ただし、位相は+π、-πで折り畳むことができる。さらに光周波数シ

フタでは通過した光は周波数 fA だけシフトされる。受光器へと入射された光はその強度に

応じた電流に変換される。このとき、光の干渉成分はビート周波数にのることから、ビー

ト周波数成分のみをバンドパスフィルタにより抽出する。抽出されたビート周波数成分は

自乗検波器に入力され自乗検波される。 

 ここで光の電界を解析信号 V(t)として受光器における光の強度を記述すると、 
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図 3.3: 位相変調を用いた光波コヒーレンス関数の合成法によるリフレクトメトリ 
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と表される。ここで a と b は信号光と参照光の比を表す。ここで<x>はバンドパスフィル

タの帯域に相当する時間平均である。また式(3.1)の第３項の干渉成分がビート周波数成分

としてバンドパスフィルタで抽出され、自乗検波器で検出される。したがって自乗検波器

の出力の時間平均は本質ではない定数を除くと、 

( ) (3.2)     2τγIIP = 21  

と表される。つまり、図 3.3 の構成で光波コヒーレンス関数の絶対値の自乗を測定するこ

とができる。 

 合成した光波コヒーレンス関数は図 2.6 のような周期的にデルタ関数形状のピークを持

つ。自乗検波器で得られる出力は式(3.2)の時間遅延軸上の全ての光波コヒーレンス関数を

積分したものになる。しかしながら光波コヒーレンス関数のピークのある位置からの散乱
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および反射成分のみを得て、それ以外の位置からの散乱および反射成分は抑圧されること

になるので、ピーク位置の反射情報を得ることになる。これにより得られた反射情報を位

置分解することが可能となる。さらに前章の第６節で説明した位相変調を加えて光波コヒ

ーレンス関数を合成することで、デルタ関数形状のピークを時間遅延軸上でシフトするこ

とができる。ピークをシフトさせながら自乗検波器の出力を測定することで反射率分布を

得ることができる。 

 ここで得られる反射情報は合成した光波コヒーレンス関数のピーク内の散乱および反射

成分である。したがってピークの幅をこのリフレクトメトリシステムの空間分解能と定義

する。合成される光波コヒーレンス関数の絶対値は、 

( ) ( ){ }
( ) ( ) (2.33)     

sin12
12sin

τπ
τπ

τγ
s

s

fN
fN

+
+

=  

で表せることから、N が十分大きいと仮定すると空間分解能は、 

(3.3)     
2

8269.0
4

8269.0
totals f
c

Nf
cz ⋅=⋅=δ  

と表すことができる。ftotal は光源の周波数変調における総周波数変調量である。自乗検波

器の出力は光波コヒーレンス関数の絶対値の自乗になることから半値全幅ではなく半値の

平方根の幅とした。また対象部分においては光路が往復になることを考慮して半分にして

いる。ある程度の近似を許せば、 

(3.4)     
5

2

totalf
cz =δ  

と簡単に表すことができる。通常、システムの空間分解能はこちらの式を用いて表現する。 

合成された光波コヒーレンス関数は式(2.33)から判るように周期的にピークを持つ。その

為に自乗検波器で得られる出力において各ピーク間のクロストークが生じ、正しい反射率

分布を得ることはできない。そこで通常は図 3.4 のように測定範囲内にピークがただひと

つ存在するように干渉計の光路を調節する。ピークの間隔は、 

(3.5)     
2 sf
cD =  

となる。したがってシステムの測定範囲は式(3.5)により制限される。ただし、光波コヒー

レンス関数の合成法によるリフレクトメトリは干渉を用いていることから光源のコヒーレ

ンス長にも制限されることになる。 
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図 3.4: ピーク間隔と測定範囲によるクロストーク (a)ピーク間隔が測定範囲よりも小さ

くクロストークが生じる場合 (b)ピーク間隔が測定範囲よりも大きくクロストークが生

じない場合 

 

 p-OCDR では位相変調によりコヒーレンスピークの位置を調節することができるため、

機械的稼動部を必要としないという特長を持つ。また自乗検波器の出力がそのまま反射率

分布になり演算をする必要がないということも利点である。システムの空間分解能は光源

の光周波数変調の総周波数変調量に反比例し、総周波数変調量を大きくするほど空間分解

能が向上する。測定範囲は光周波数変調の周波数間隔に反比例し、周波数間隔を小さくす

るほど測定範囲が向上する。空間分解能と測定範囲を共に向上させる場合には光周波数変

調の段数を増やす必要があり測定時間は長くなる。 

 

第３節 光ファイバ遅延ループを用いた光波コヒーレンス関数の合成法によ

る遠方監視用リフレクトメトリ 

 

 前節では p-OCDR を説明した。周期的なデルタ関数形状のピークを持つ光波コヒーレン

ス関数を合成し、各ピーク間でのクロストークを抑圧するために測定範囲内に唯ひとつピ
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ークが存在するようにした。その為に現在の光源の特性などにより測定範囲は制限され、

光加入者系などの km オーダの測定範囲を必要とする分野に応用することが困難である。

そこで今節では遠方監視用に応用する方法を説明する。 

 原理図を図 3.5 に示す。光源にはこれまでと同様に半導体レーザを用いる。光源直後に

は新たに光スイッチを設置し、光源からの連続光をパルスとして切り出している。光スイ

ッチから出た光は 3dB カプラにより信号光路と参照光路に入射される。信号光はそのまま

対象の光ファイバあるいは光デバイスに入射され、反射・散乱された光がサーキュレータ

を通って受光器に向かう。参照光は位相変調器と光周波数シフタを通り、新たに設置され

た光ファイバ遅延ループに入射される。光ファイバ遅延ループは 3dB カプラと光周波数シ

フタと遅延用光ファイバ、そして光増幅器で構成されている。光ファイバ遅延ループを出

た光は 3dB カプラで信号光と合波され受光器に到達する。受光器において光の強度に応じ

て電流に変換され、干渉成分は光周波数シフタのシフト周波数に応じたビート周波数成分

になる。受光器後のバンドパスフィルタによりビート周波数成分が抽出され、自乗検波器 
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図 3.5: 光ファイバ遅延ループを用いた光波コヒーレンス関数の合成法による遠方監視用

リフレクトメトリ 
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により光波コヒーレンス関数の絶対値の自乗に相当する値が得られる。光源の半導体レー

ザはデルタ関数形状のピークを持つ光波コヒーレンス関数を合成するために矩形波で多段

に変調されている。また位相変調器ではこのデルタ関数的なピークを時間遅延軸上でシフ

トする為に、光源の光周波数変調に同期して、同じ形状で変調される。 

 新たに設置した光スイッチの効果について説明する。光波コヒーレンス関数の合成法に

より合成されたデルタ関数形状のピークを持つ光波コヒーレンス関数は、矩形波的な変調

をしていることから周期的にピークを持つ。前節の p-OCDR では測定範囲内でただひとつ

ピークが存在するようにしていたが、数 km 遠方の反射率分布を測定する場合には必ずピ

ークが複数存在することになる。そこで光スイッチにより光パルスにすることにより、対

象となる光ファイバおよび光デバイス上に時間窓を作る。光パルスのパルス幅とピークの

間隔を適切に設定することで時間窓内に唯ひとつのピークのみが存在することができるよ

うになる。これにより各ピークの間でのクロストークを抑圧することができ、時間窓内を

唯ひとつのピークを掃引することで反射率分布を正しく得ることができる。ただし、この

光スイッチは光源の半導体レーザの直接周波数変調に同期しており、各ステップの一部分

を切り出すようになっている。 

 光スイッチによる影響を解析的に述べる。光スイッチから出力された光電界の式は、 

( ) ( ) ( )[ ] (3.6)     2exp
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と表される。ただし、f0 は光源の中心周波数で、fn は n 番目のステップの光周波数変調量

である。A(t)は光スイッチによる振幅の変化で、時間幅 ∆t のパルスとすると、 
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と表せる。受光器直後の光電流 i(t)は干渉信号のみを考えると、 
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と表される。θm は m 番目の位相変調量である。バンドパスフィルタでは fA 成分のみが抽

出されるので、m=n の項だけが残ることから自乗検波出力 P は、 

( ) ( ) (3.9)     
2

0 κτγτ −⋅= opwGP  
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と表される。ただし、Gopw(τ)は自己相関関数であり、 

( ) ( ) ( ) (3.10)     ττ −⋅= ∗ tAtAGopw  

と表される。これにより信号光パルスと参照光パルスが同時に受光器に到着したときのみ

干渉信号が生じていることがわかる。これを時間窓あるいは光パルス窓と呼ぶ。式(3.9)を

見ると判るようにシステムの空間分解能は通常の p-OCDR と同じく式(3.4)で表すことがで

きる。また図 3.6 のようにパルスの幅についてはピークの間隔より小さくする必要がある。

ピークの間隔は式(3.5)で表されることから、 

(3.11)      1
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>=

 

の条件を満たすことになる。 

次に参照光路に新たに設置した光ファイバ遅延ループの効果について説明する。光源の

直後に設置した光スイッチの効果により、光パルス窓内に唯ひとつのピークが存在するよ

うになり、遠距離における反射率分布を測定することが可能となった。しかしながらピー

クの間隔や光パルスのパルス幅によりシステムの測定範囲が制限されることになる。現在

の半導体レーザの特性では測定範囲が 100 m 程度になる。そこで光ファイバ遅延ループを

参照光路に設置することで、対象となる光ファイバおよび光デバイス上に複数の光パルス

窓が生じることになり測定範囲を拡大することができる。光ファイバ遅延ループに入射 

Signal path

Optical pulse window

Peak spacing > Window width

 

図 3.6: 光パルス窓により光波コヒーレンス関数のピーク同士のクロストークを抑圧する

際のピーク間隔と光パルス窓幅の関係 
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された光パルスは 3dBカプラにより分岐され、片方の光パルスはそのまま受光器に向かう。

もう片方の光パルスは光ファイバ遅延ループ内に入り、光周波数シフタにより周波数シフ

トを受け、光増幅器により光ファイバ遅延ループを周回することにより減少した光パワー

の分だけ増幅し、再び 3dB カプラに入射される。そしてさらに光ファイバ遅延ループを周

回する光パルスとそのまま受光器に向かう光パルスに分かれる。これにより図 3.7 のよう

に対象上に光ファイバ遅延ループのループ長の半分の長さの間隔で光パルス窓が並ぶこと

になる。この時に図 3.8 のように光パルス窓の窓幅と光ファイバ遅延ループのループ長を

調節することで光パルス窓同士を連結し測定範囲を連続的にする。そして各光パルス窓内

を唯ひとつ存在するコヒーレンスピークにより反射情報を得ることで測定範囲を広げるこ

とができる。ただし、単に光パルス窓が並ぶだけでは各窓の反射情報を区別することがで

きない。光ファイバ遅延ループ内には光周波数シフタが設置されていることから、周回し

た回数によりそれぞれの参照光パルスのシフト周波数が異なる。それにより図 3.9 のよう

に各光パルス窓のビート周波数が異なる。つまり、受光器後に設置されているバンドパス

フィルタに可変のバンドパスフィルタを用いて、その中心周波数を光ファイバ遅延ループ

内にある光周波数シフタのシフト周波数の間隔で変化させていくことで、図 3.10 のように

各光パルス窓の反射情報を別々に測定することができる。 
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図 3.7: 光ファイバ遅延ループにより光パルス窓を信号光路に並べることで測定範囲を拡

大する手法 
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図 3.8: 光ファイバ遅延ループのループ長と光パルス窓の窓幅の関係による測定範囲の連

続化 
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図 3.9: 光ファイバ遅延ループの周回による各光パルス窓のビート周波数の変化とそれに

よる各光パルス窓内の反射情報のクロストークを抑圧する手法 
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図 3.10: 各光パルス窓と各光パルス窓内の反射情報を持つビート周波数成分の関係 

 

第４節 実験系 

 

 光ファイバ遅延ループを用いた光波コヒーレンス関数の合成法による遠方監視用リフレ

クトメトリにおいて基礎実験の実験系を図 3.11 に示す。光源には光周波数変調特性に優れ

た３電極 DFB-LD を用いた[101-103]。中心波長は 1555 nm である。３電極 DFB-LD では２

電極で光の強度を決定して、残りの１電極で光周波数を変調する。したがって光の強度を

変化させることなく光周波数のみを変調することが可能である。次に光スイッチとして音

響光学素子 (Acoustic optical modulator; AOM) を用いた。AOM では振動子により結晶が振

動することで１次回折光が生じる。したがって、１次回折光のみを取り出すことにより消

光比の良い光スイッチとして用いることができる。この時に１次回折光は光周波数シフト

をするが、この実験において中心周波数はシステム性能に影響しないことから問題となら

ない。光ファイバカプラは全て 3 dB カプラである。光サーキュレータを用いているのは戻

り光の損失を防ぎ、光源への戻り光を除去するためである。参照光路に設置している位相

変調器は LiNbO3 導波路型変調器である。変調帯域は 1.5 GHz である。この位相変調器には

偏波特性があることから直前には偏波コントローラを配置して、あらかじめ効率が最大に

なるように調節する。導波路型位相変調器では結晶の電気的損傷などの問題から印加 
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図 3.11: 光ファイバ遅延ループを用いた光波コヒーレンス関数の合成法による遠方監視用

リフレクトメトリの実験系 

 

できる電圧に限度がある。したがって位相変調波形は位相の周期性を利用して折りたたむ。 

参照光路には 100 MHz と-80 MHz の光周波数シフト量を持つ AOM を設置しており、こ

れにより等光路の光パルス窓の反射情報を 20 MHz でヘテロダイン検波することができる。

参照光路に設置した光ファイバ遅延ループ内においても同様に 100 MHz と-80 MHz の光周

波数シフト量を持つ AOM を設置しており、これにより各光パルス窓のビート周波数が 20 

MHz 間隔となる。光ファイバ遅延ループ内には光増幅器としてエルビウム添加ファイバ増

幅器 (Erbium doped fiber amplifier; EDFA) を用いている。これによりループを周回するこ

とによる損失を完全に補償する。しかしながら EDFA を用いることで増幅自然放出光 

(Amplifier spontaneous emission; ASE) が雑音となる。そこで EDFA の直後に帯域が 1 nm の

光フィルタを設置して ASE を除去するようにしている。 

原理のところでは偏波の問題を無視して議論を行ったが、実験においては偏波コントロ

ーラを配置して受光器において受光の効率が最大になるように信号光と参照光の偏波をあ
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わせた。受光器には 1 GHz の帯域を持つフォトディテクターを使用した。実験ではバンド

パスフィルタと自乗検波器の替わりに電気スペクトラムアナライザを使用した。 

 光源の光周波数変調のパラメータについて説明する。光源の光周波数変調での１ステッ

プの周波数変調量を 3.3 MHz とした。また変調段数を 243 とした。この時の総周波数変調

量は 800 MHz である。合成されるデルタ関数形状の光波コヒーレンス関数のピーク幅は

10 cm である。またピークの間隔は 33 m である。それぞれのステップのステップ幅は 600 

nsec で、この時の変調周波数は 6.8 kHz となる。光源直後の AOM により各ステップのう

ち周波数の平坦な部分の 300 nsec を切り出す。これは 30 m の光パルス窓幅に相当し、各

光パルス窓内にただひとつのピークのみが存在するようになる。今回使用した位相変調器

は位相が π変化する電圧は 3.61 V で、それにもとづいて位相変調波形を折りたたんでいる。

ピークの掃引は空間分解能が 10 cm であることから 2 cm 間隔で掃引することにした。この

時の位相変調の各ステップにおける位相変化量は、0.002πである。 

 参照光路における光ファイバ遅延ループのループ長は光パルス窓の窓幅に合わせて 60 

m に設定した。これにより各光パルス窓の測定範囲は連結することになる。光ファイバ遅

延ループ内に生じる光周波数シフト量は 20 MHz で、受光器の帯域が 1 GHz であることか

ら光パルス窓数は 50 になる。 

 

第５節 実験結果 

 

第１項 5 km 遠方におけるデルタ関数形状のピークを持つ光波コヒーレンス関数 

 

 信号光路に 5 km、参照光路に 10 km の遅延光ファイバを設置して 5 km 遠方の反射光分

布測定を行った。まずは参照光路に光ファイバ遅延ループを設置せず等光路における光パ

ルス窓内の反射率分布を取得し、合成された光波コヒーレンス関数を観察した。対象とし

て信号光路の 5 km の遅延光ファイバに 100%ファイバミラーを接続した。この時にミラー

付近の様子が図 3.12 である。理論どおりに Sinc 関数形状になっていることがわかる。ま

たこの時のピーク幅は 10.8 cm である。ピーク幅が理論値に対して大きくなった要因とし

ては、光周波数変調の総周波数変調量が少なかったことや位相変調が正確ではない、ピー

クの掃引間隔が 2 cm であるなどが考えられる。 
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図 3.12: 5 km 遠方における光波コヒーレンス関数のピーク部分における形状とシステムの

空間分解能 

 

第２項 5 km 遠方における反射率分布 

 

 今度は参照光路の光ファイバ遅延ループを接続し 1 km の範囲に渡って反射光分布測定

を行った。5 km 遠方には約 450 m の光ファイバをそれぞれコネクタにより直列に接続して

いる。また終端はそのまま開放している。この時の 1 km の範囲の反射率分布が図 3.13 で

ある。まずコネクタ１からの反射が 40 m の位置に観測されている。この時のビート周波

数は 40 MHz で、第 2 番目の光パルス窓に相当する。反射率は-31 dB で、空間分解能は 11 

cm である。さらにコネクタ２からの反射が 492 m の位置に観測されている。この時のビー

ト周波数は 340 MHz で、第 17 番目の光パルス窓に相当する。反射率は-40 dB で、空間分

解能は 11 cm である。最後に光ファイバの終端からの端面反射が 971 m の位置に観測され

ている。この時のビート周波数は 660 MHz で、第 33 番目の光パルス窓に相当する。反射

率は-21 dB で、空間分解能は 11 cm である。この時のダイナミックレンジは-50 dB となっ

ている。 
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図 3.13: 5 km 遠方における反射率分布  

 

第６節 まとめ 

 本章では光ファイバ遅延ループを用いた光波コヒーレンス関数の合成法による遠方監視

用リフレクトメトリについて説明した。前章で述べた矩形波的な変調波形を用いた光波コ

ヒーレンス関数の合成法の原理をもとにリフレクトメトリへ応用する手法を説明した。ま

たその際にシステムの重要なパラメータとなる空間分解能や測定範囲について光波コヒー

レンス関数の合成法をもとに式を導出した。さらに光ファイバ遅延ループを用いた光波コ

ヒーレンス関数の合成法による遠方監視用リフレクトメトリについて数式を用いてその原

理を説明した。新たに設置された光スイッチによりどのように遠方に適用することが出来

るかを述べた。また光ファイバ遅延ループにより測定範囲が拡大されることや、その際に

おける検出方法についても説明した。そして実際に構築した実験系について述べた後に、5 

km 遠方における空間分解能の測定結果と 5 km 遠方において測定範囲 1 km、空間分解能

11 cm で反射率分布を測定することに成功したことを報告した。 
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第４章 
 

光ファイバ遅延ループを用いた光波コヒーレン

ス関数の合成法による遠方監視用リフレクトメ

トリにおけるシステム性能設計 

 
第１節 はじめに 

 

光加入者系の敷設・保守に関する規格化は International Telecommunication Union 

Telecommunication Standardization Sector (ITU-T) の Recommendation において行われている

[104]。具体的には光ファイバ網の保守基準に関するものが L. 25 (Optical fiber cable network 

maintenance)、L.40 (Optical fiber outside plant maintenance support, monitoring and testing 

system)、L. 53 (Optical fiber maintenance criteria for access networks) である。モニタリングす

るための試験波長に関するものが L. 41(Maintenance wavelength on fibers carrying signals) で

ある。これらの標準化は主に機能的なことに関するものであり、具体的な数値については

規定されていない。これは ITU-T の Recommendation が国際的な標準化であるため、各国

により FTTH の実装設備が異なる現状では統一的な数値による規格化は難しい。しかし今

後 FTTH が日本を含めた各国において積極的に導入され、加入者系における一般的な通信

設備になれば、それに伴って光加入者系の保守・管理システムにおいて必要となる性能も

より明確化されると考えられる。そのような状況において OTDR や OFDR といった既存の

技術との比較・検討を行うにはシステム性能についてより定量的な議論が必要となる。 

光ファイバリフレクトメトリのシステム性能という場合には図 4.1 にあるように、測定

時間・測定範囲・測定距離・空間分解能・ダイナミックレンジ・位置精度などがある。測 

 42



Position

R
ef

le
ct

iv
ity

Spatial Resolution

Measurement Range

0

Dynamic Range

Test 
equipment

Measurement Distance

Position Accuracy

Measurement Time

 
図 4.1: リフレクトメトリシステムの諸性能 

 

定時間にはあるひとつの測定点を測定する為の時間と、反射率分布全体を測定する為の時

間が問題となる。測定範囲は分布的に測定することができる範囲を指す。測定距離は測定

器と対象となる光ファイバおよび光デバイスがどれぐらい離れて測定できるかを指す。空

間分解能は２つの反射を分離することが可能な距離である。ダイナミックレンジは反射に

よる信号強度とノイズの差を表す。位置精度は反射位置がどれだけ正しいかということを

示す 

そこでこの章においては、前章で述べた光ファイバ遅延ループを用いた光波コヒーレン

ス関数の合成法による遠方監視用リフレクトメトリにおけるシステム性能について説明す

る。システム性能についてはダイナミックレンジ・空間分解能・測定範囲・測定時間の４

つについて注目する。まずダイナミックレンジについて制限される要因を含めて具体的に

説明し、次に空間分解能について光波コヒーレンス関数も含めて述べ、さらに測定範囲に

ついては周波数軸上のクロストークについて詳しく議論し、最後に測定時間について述べ

る。これらの議論をもとにシステム性能について具体的な数値を用いてシミュレーション

を行い、光加入者系について必要な性能と合わせて考察する。 

 

第２節 ダイナミックレンジ 

 

 ダイナミックレンジを制限する要因として光源の位相雑音、受光器後のバンドパスフィ
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ルタの帯域、光パルス窓、そして可干渉度による影響が考えられる。それぞれについて議

論し、最後にまとめる。 

 

第１項 光源の位相雑音とバンドパスフィルタの帯域による影響 

 

 まず光源の位相雑音による影響を考える。図 4.2 のように片方の光路に光周波数シフタ

を挿入したマッハツェンダー干渉計がある。この干渉計の出力電流のパワースペクトラム

について考察する。光源が理想的な単色光である場合には干渉計の光路差に依存せずに、

光周波数シフタのシフト周波数にデルタ関数形状のピークを持つようなパワースペクトラ

ムになる。しかし、実際の光源のパワースペクトラムはある有限の幅を持つ。本論文では

光波コヒーレンス関数を合成するために光源として半導体レーザを用いている。この半導

体レーザは閾値以上で発振している場合には、雑音の中でも FM 雑音が支配的になりロー

レンツ形状の幅を持ったパワースペクトラムになる。したがって、図 4.2 のように光路差

がコヒーレンス長以内のときは出力電流のパワースペクトラムは光周波数シフトのシフト

周波数にデルタ関数形状のピークを持つようなパワースペクトラムになるが、光路差がコ

ヒーレンス長よりも大きくなると次第にノイズフロアが上昇し、最終的には図 4.2 のよう

にローレンツ形状のパワースペクトラムになる。 

LD OFS
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Delay fiber

PD
Spectrum
analyzer

f
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f
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fA fA

  

図 4.2: マッハツェンダー干渉計の出力信号スペクトラムと光路差の関係 

 44



この現象について解析的に議論をする。まず半導体レーザのパワースペクトラムについ

ていくつかの基本的な式を導出する。半導体レーザには AM 雑音と FM 雑音があるが、閾

値より十分に高いバイアス電流で動作させている場合には、AM 雑音は小さく無視でき FM

雑音のみであると考えてよい。 

まず光の電界を V(t)として自己相関関数を求める。AM 雑音が無視できる場合に、 

( ) ( )[ ]{ } (4.1)     exp 00 tjAtV nφφ +=  

とする。ここで V(t)の正規化された自己相関関数 R(τ)を、 

( )
( ) ( )

(4.2)     2
0A

tVtV
R

τ
τ

+
=

∗

 

と定義しなおす。この自己相関関数 R(τ)の定義は第２章の式(2.11)を変形したものである。

ここで式(4.1)と式(4.2)から、 

( ) ( )[ ] (4.3)     exp τφτ njR ∆=  

と表される。ただしここで、 

( ) ( ) ( ) ( ) (4.4)     2 ∫
+

′′=−+=∆
τ

πφτφτφ
t

t nnnn tdtftt  

である。ここで平均が０のガウス雑音だとすると、 

( )[ ] ( ) (4.5)     2exp2exp 22 tGtGj noisenoise ππ −=  

という関係を満たすので、式(4.3)は、 

( ) (4.6)     
2

exp
2











−= φστR  

と変形することができる。ただし、σφ
2は位相雑音の二乗平均値を表し、 

( ) ( ) (4.7)     4 222 ∫ ∫
+ +

′′′′′−′=∆=
τ τ

φ πτφσ
t

t

t

tn tdtdttQ  

である。ただし、Q(t)は瞬時周波数揺らぎ fn(t)の自己相関関数で、 

( ) ( ) ( ) (4.8)     tftfttQ nn ′=′−  

と表される。したがって式(4.7)と式(4.8)から、 

( ) ( ) (4.9)     8
0

22 dttQt∫ −=
τ

φ τπσ  

と書きかえれる。一方、FM 雑音のパワースペクトラム SF(f)は自己相関関数 Q(t)と、 
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( ) ( ) (4.10)      2cos ftdffStQ F π∫
∞

=
0

 

という関係にある。式(4.9)と式(4.10)から、 

( ) (4.11)     sin4
0

2
2 ∫

∞









= df

f
ffSF
τπσφ  

である。したがってパワースペクトラムは式(4.6)と式(4.11)を用いて自己相関関数をフーリ

エ変換して求めることができる。 

 今度は図 4.2 の系における出力電流のパワースペクトラムについて考える。光源は同様

に半導体レーザであることから AM 雑音は十分小さく無視できるとし、FM 雑音のみを考

慮することにする。光源における電界は先程と同じように(4.1)で表される。したがって信

号光と参照光の電界は、 

( ) ( )[ ]{ }
( ) ( )[ ]{ } (4.13)     exp

(4.12)     exp

0

0

dnr

ns

tjAtV
tjAtV

τφφ
φφ

−+′=
+′=

 

と表される。この時の受光器での光の強度は、 

( ) ( ){ } (4.14)     2cos2 n
2

dn ttAI τφφ −−+′=  

となる。受光器からの中間周波数信号を Id(t)とすると、重要でない定数を除いて、 

( ) ( ) ( )[ ]{ } (4.15)     exp dnnd ttjtI τφφ −−=  

と表される。Id(t)の自己相関関数は、 

( ) ( ) ( ) (4.16)     ττ +⋅= ∗ tItIR ddd  

で与えられる。ここで、 

( ) ( ) ( ) (4.17)     2 tdtftt
t

t nnn ′′=−+ ∫
+τ

πφτφ  

という関係を用いると自己相関関数 Rd は、 

( ) ( )[ ] (4.18)     2exp tGjR noised πτ =  

と書き直すことができる。ただし、 

( ) ( ) ( ) (4.19)     ∫∫
−+

−

+
′′−′′= d

d

t

t n

t

t nnoise tdtftdtftG
ττ

τ

τ
 

である。G(t)は平均が０のガウス雑音であるので、式(4.5)を用いると、 
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( ) ( ) ( ){ } (4.20)     4exp 2 ∫ ∫∫ ∫
+ −+

−

+ +
′′′′′−′−′′′′′−′−=

τ ττ

τ

τ τ
πτ

t

t

t

t

t

t

t

td
d

d

tdtdttQtdtdttQR  

となる。Q(t)は式(4.10)で表される瞬時周波数揺らぎ fn(t)の自己相関関数である。式(4.20)

はさらに変形されて、 

( ) ( ) ( ) ( ) ( ){ } (4.21)     24exp
0

2





 +−−−−−= ∫

τ
τττπτ dttQtQtQtR ddd  

となる。式(4.21)に式(4.10)を代入すると、 

( ) ( )( ) ( ) (4.22)     2cos12cos8exp
0 0

2





 −−−= ∫ ∫

∞ τ
τππτπτ dtdfffttfSR dFd  

と表される。ここで t について積分を行うことにより、 

( ) ( ) ( ) (4.23)     2cos1sin4exp
0

2












−








−= ∫

∞
dff

f
ffSR dFd τπτπτ  

を得る。FM 雑音が白色雑音である場合には、FM 雑音のパワースペクトラムは、 

( ) (4.24)     
π
δffSF =  

となる。ただし、δf は半導体レーザの半値全幅である。したがって式(4.23)と式(4.24)より、 

( ) ( )
( ) (4.25)     

     2exp
     2exp





>−
≤−

=
dd

d
d f

f
R

τττπδ
τττπδ

τ  

と表すことができる。これに対応するスペクトルは、 

( ) ( ) ( )

( ){ } ( )

( ) (4.26)     2sin2exp
2

1

2sin
2

2cos2exp1

2exp

2

22

dd

ddd

dd

ff
f

f
f

fff
ff

f

fffS

τπτπδ
π

τπ
δ

τπτπδ
δπ

δ

δτπδ

−−

















−×−−

+
+

−=

 

である。２つの光路の時間差 τd がレーザの半値全幅 δf に対して 

(4.27)     1
df

τ
δ

>>  

の時には式(4.26)の第１項が支配的になり、測定されるパワースペクトラムは鋭いピークと

なる。すなわちビート周波数信号は綺麗な正弦波となる。これに対して、 
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(4.28)     1
df

τ
δ

<<  

の場合には、式(4.26)の第２項が支配的になり近似的に、 

( )
( ){ } (4.29)     22 ff

ffSd δπ
δ
+

=  

のようなローレンツ形状のパワースペクトラムとなる。このときのパワースペクトラムの

半値全幅は、半導体レーザのパワースペクトラムの半値全幅に対して２倍となる。 

 ここで式(4.26)についてシミュレーションを行う。光源の半導体レーザの線幅を 2 MHz、

片方の光路に 100 MHz の光周波数シフタが挿入されているとした。光路差を変化させたと

きのシミュレーション結果が図 4.3 である。式(4.27)の条件下では鋭いピークが存在し、光

路差と共に減少していく。式(4.26)の第１項は第２章で述べた光源がローレンツ形状のパワ

ースペクトラムであった場合の光波コヒーレンス関数である。ただし、マッハツェンダー

干渉計の出力であるので、前章の第２節で述べたように光波コヒーレンス関数の絶対値の

自乗で与えられる。次に図 4.3 のフロア部分を拡大したのが図 4.4 である。光路差と共に

式(4.26)の第２項で表されるフロア部分が上昇して、式(4.29)のようなローレンツ形状にな

っていることがわかる。こ 
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図 4.3: マッハツェンダー干渉計における出力信号スペクトラムの光路差による形状変化

のシミュレーション 
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図 4.4: マッハツェンダー干渉計における出力信号スペクトラムのフロア部分のシミュレ

ーション 

 

こで式(4.28)の条件を満たす光路差の大きい部分に注目すると。光路差と共に減少したピー

クがローレンツ形状のフロアよりも小さくなり、式(4.26)の第２項が支配的になっているこ

とがわかる。 

 実験によりこの現象の確認を行った。実験系は図 4.5 である。光源には第３章での実験

と同様に 3 電極 DFB-LD を用いた。光周波数シフタには 100 MHz のシフト周波数である

AOM を用いた。受光器には帯域が 1 GHz のフォトディテクターを用いた。電気スペクト

ラムアナライザのバンドパスフィルタの帯域は 10 kHz である。光路差を 0 m、10 m、40 m、

1 km と変化させたときの出力電流のパワースペクトラムが図 4.6 である。光路差が 0 m、

すなわち等光路の場合には 100 MHz のところにデルタ関数形状の鋭いピークを持ちフロ

アも低い。光路差が 10 m になるとピークの値が減少すると共にフロアが上昇する。光路

差が 40 m ではさらにピークが減少し、フロアがローレンツ形状になり始める。光路差が 1 

km になるとピークは完全にフロアに埋もれてしまい、ローレンツ形状のパワースペクト

ラムとなる。この時のパワースペクトラムの半値全幅は図 4.7 のように 4.13 MHz であるこ

とから、光源の 3 電極 DFB-LD の線幅は 2.07 MHz であるといえる。 
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図 4.5: マッハツェンダー干渉計における出力信号スペクトラムの光路差による変化を測

定する実験系 
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図 4.6: 光路差とマッハツェンダー干渉計の出力信号スペクトラム (a)光路差無し (b)光

路差 10 m (c)光路差 40 m (d)光路差 1 km 
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図 4.7: FM 雑音によるローレンツ形状のパワースペクトラムとその半値全幅 

 

光路差を変化させたときの 100 MHz の中間周波数成分のみに注目する。数値計算を行っ

た結果が図 4.8 (a)であり、実験による結果が図 4.8 (b)である。100 MHz の中間周波数成分

は光波コヒーレンス関数の絶対値の自乗であるので光路差と共に減少していく。コヒーレ

ンス長を超えてある程度以上の光路差になるとデルタ関数形状のピークはローレンツ形状

のフロアに埋もれるので一定になる。 

 実験とシミュレーションにおいてローレンツ形状のフロアのフロアレベルが異なる。こ

れは実験においては電気スペクトラムアナライザで 10 kHz のバンドパスフィルタを用い 
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図 4.8: マッハツェンダー干渉計での出力信号のビート周波数成分の光路差による変化 

(a) シミュレーション結果 (b)実験結果 
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てスペクトルを測定しているため、周波数軸方向で積分されているからである。そこで式

(4.26)にフィルタの帯域を考慮してシミュレーションを行った。光路差がコヒーレンス長に

対して十分に大きいとして、バンドパスフィルタの帯域を 100 Hz、1 kHz、10 kHz として

変化させた結果が図 4.9 (a)である。バンドパスフィルタの帯域によりローレンツ形状のフ

ロアのフロアレベルが変化していることがわかる。ここで図 4.5 の実験系において、光路

差を 1 km として電気スペクトラムアナライザのバンドパスフィルタの帯域を変化させて

パワースペクトラムを測定した。その結果が図 4.9 (b)である。バンドパスフィルタの帯域

を 100 Hz、1 kHz、10 kHz と変化させた時に、ローレンツ形状のフロアのフロアレベルが

変化していることが判る。またそれぞれの帯域のフィルタにおけるシミュレーション結果

と等しくなっている。100 Hz の場合には約-50 dB、1 kHz の場合には約-40 dB、10 kHz の

場合には約-30 dB と、バンドパスフィルタの帯域を 10 倍にするごとにフロアレベルが 10 

dB 変化している。 

 この現象と、光ファイバ遅延ループを用いた光波コヒーレンス関数の合成法による遠方

監視用リフレクトメトリシステムのダイナミックレンジの関係について考察する。光ファ

イバ遅延ループを用いた光波コヒーレンス関数の合成法による遠方監視用リフレクトメト

リでは、図 4.10 のように測定範囲を拡大するために参照光路に光ファイバ遅延ループを設

置している。この光ファイバ遅延ループによりループ長に相当する時間遅延を持った参照

光パルス列が順次出力される。一方で信号光路からは信号光パルス列が受光器に到達する。

その為に受光器後のビート周波数成分は信号光パルス列と、ループ長の整数倍に相当する

光路差を持つ複数の参照光パルス列による干渉が観測される。参照光のパルス列が信号光 
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1 kHz
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(b)  

図 4.9: バンドパスフィルタの帯域によるフロアレベルの変化 (a) シミュレーション結

果 (b) 実験結果  
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図 4.10: 光ファイバ遅延ループによるノイズフロアの形成 

 

のパルス列と等光路の場合には、光路差がコヒーレンス長内であるので高い出力が得られ

る。これに対して光ファイバ遅延ループを周回した参照光のパルス列は信号光のパルス列

に対して、ループ長の整数倍の光路差が生じ、その光路差に相当する干渉の出力を得るこ

とになる。先程述べたように、干渉出力は光路差が大きくなるにしたがって減少し、コヒ

ーレンス長より十分に大きくなると一定になる。したがって光路差がコヒーレンス長より

十分に大きくなる参照光のパルス列と信号光のパルス列では一定の低い出力が得られるこ

とになる。各参照光のパルス列と信号光のパルス列の干渉出力は各光パルス窓の反射情報

に対応する。したがって、ある光パルス窓内の反射により、他の光パルス窓にノイズフロ

アが形成されることになる。これによりダイナミックレンジが制限される。光ファイバ遅

延ループにはループ内に光周波数シフタが設置され、各光パルス窓は異なるビート周波数

となる。そのため、それぞれのビート周波数で、信号光のパルス列と参照光のパルス列と

の光路差に応じたパワースペクトラムになる。コヒーレンス長内ではデルタ関数形状のピ

ークになり、コヒーレンス長を十分に超えるとローレンツ形状のパワースペクトラムにな

る。 

 実験系を構築し光ファイバ遅延ループを用いた光波コヒーレンス関数の合成法による遠
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方監視用リフレクトメトリシステムにおける、受光器後の電流のパワースペクトラムを測

定した。光源は線幅が 2.07 MHz の３電極 DFB-LD である。光ファイバ遅延ループ内に設

置した光周波数シフタのシフト周波数は 40 MHz である。反射点を測定範囲の外に設定し

たときに、受光器からの電流を電気スペクトラムアナライザで観測した結果が図 4.11 であ

る。電気スペクトラムアナライザのバンドパスフィルタの帯域は 100 Hz で、周波数範囲は

0 Hz から 500 MHz である。40 MHz 間隔で光源の線幅の２倍である 4.13 MHz の半値全幅

を持つローレンツ形状のパワースペクトラムが生じているのが観測できている。 

 以上のことから、光源の位相雑音により、測定範囲の内外を問わず信号光路上に反射点

がある場合には、反射点のない光パルス窓のビートスペクトラムがローレンツ形状になり、

ノイズフロアを形成しダイナミックレンジを制限する。また、受光器の後に設置したバン

ドパスフィルタの帯域によりローレンツ形状のパワースペクトラムのパワーが変化するこ

とから、バンドパスフィルタの帯域により制限されるダイナミックレンジが判る。 

n 20 MHz

Spectrum
Delay loop

Output
 

図 4.11: 光ファイバ遅延ループを用いた光波コヒーレンス関数の合成による遠方監視用リ

フレクトメトリの出力信号スペクトラム 

 

第２項 光ファイバ遅延ループと光パルス窓による影響 

 

続いて光ファイバ遅延ループと光パルス窓によるダイナミックレンジへの影響を考え

る。まず光パルス窓について説明する。光パルス窓は、式(3.9)から判るように、信号光パ
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ルスと参照光パルスが重なるときにのみ干渉が生じることを利用している。信号光路と参

照光路の光路差が大きくなるにしたがって信号光パルスと参照光パルスの重なりが減少す

るため、干渉出力も減少する。これにより光パルス窓は信号光路上で三角形の形状となる。

反射率分布の測定では光波コヒーレンス関数の合成法により合成されたピークをこの三角

形の光パルス窓内で掃引する。この時に掃引した範囲が測定範囲となる。その測定範囲の

端の位置における光パルス窓の干渉出力の大きさによりダイナミックレンジが決まる。 

光ファイバ遅延ループを用いた光波コヒーレンス関数の合成法による遠方監視用リフ

レクトメトリでは、測定範囲を拡大するために光パルス窓を、信号光路に設置した対象と

なる光ファイバあるいは光デバイス上に複数並べる。この時に測定範囲が離散的にならず

に、連続的であるようにする為には光パルス窓の窓幅と光ファイバ遅延ループのループ長

を式(3.11)の関係を満たすように設定する。式(3.11)の関係を満たしている時の信号光路上

での光パルス窓の様子が図 4.12 である。測定範囲が連続的になるように隣り合う光パルス

窓同士に重なりがある。この時にそれぞれの光パルス窓内の測定範囲が重なってクロスト

ークが生じないように、ピークを掃引する範囲を、光パルス窓同士の重なりの中央までに

制限している。これは光ファイバ遅延ループのループ長の半分に相当する。 

ここで重なりがあることによる影響について説明する。光波コヒーレンス関数の合成法

により合成された光波コヒーレンス関数が完全にデルタ関数であるならば、重なりによる

影響はない。しかしながら光波コヒーレンス関数の合成法により合成される光波コヒーレ 

Nth measurement region (N+1)th measurement region

Sweep

Decrease of dynamic range

 

図 4.12: 光ファイバループと光パルス窓による測定範囲とダイナミックレンジの関係 
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ンス関数は完全なデルタ関数ではなく、ピーク以外の位置においても値を持つ。そのため

に、ある光パルス窓内の反射が隣の光パルス窓内の反射情報に影響を与えることになる。

この様子を図 4.13 に示す。反射点が２つの光パルス窓の重なっている部分に位置している。 

Reflection

Nth measurement region  
(a) 

Reflection

(N+1)th measurement region  

(b) 

図 4.13 光パルス窓同士が重なっている場所での反射による隣り合う測定範囲への影響 

(a)反射のある測定範囲での反射率分布 (b)反射のない測定範囲での反射率分布 
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ただし、この反射点は片方の光パルス窓の測定範囲内にのみ存在している。この時に反射

点のある測定範囲では光波コヒーレンス関数の合成法により合成された光波コヒーレンス

関数のピーク部分を含めた形状の反射率分布が得られ、反射を検出できる。これに対して

隣の光パルス窓の測定範囲には反射点が存在しないので、反射点によるピークは検出され

ない。しかしながら光パルス窓内には反射点が存在しているためにピーク以外の部分での

光波コヒーレンス関数の形状が反射率分布として得られる。ただしこの光パルス窓の重な

りによる影響は反射点のゴーストとしては判断されない。これは測定範囲が連続的である

場合でも光パルス窓で区分されている場合でも同様に起こり、合成された光波コヒーレン

ス関数の一部と判断できる。 

以上のことから光パルス窓によりダイナミックレンジが制限される。また光ファイバ遅

延ループのループ長により各光パルス窓内の測定範囲が決まる。そして光パルス窓の窓幅

と光ファイバ遅延ループのループ長により制限されるダイナミックレンジが判る。ただし

各光パルス窓内の測定範囲と関係があるダイナミックレンジとの間にはトレードオフの関

係がある。 

  

第３項 可干渉度による影響 

 

最後に可干渉度によるダイナミックレンジへの影響について検討する。光ファイバ遅延

ループを用いた光波コヒーレンス関数の合成法による遠方監視用リフレクトメトリでは、

コヒーレンス長内における可干渉度を測定する。そして反射率により可干渉度は変化する。

しかし光源の可干渉度は光路差によっても減少し、光路差の大きい測定範囲の端の方では

ピークの値が減少することになる。したがって図 4.14 のように信号光パルスと参照光パル

スの間に時間差が生じると、パルスの重なり具合による減少とは別に光源の可干渉度によ

る出力の減少が生じる。つまり光源の可干渉度によりダイナミックレンジが制限され、こ

の時、光源の可干渉度とピークを掃引する範囲によりダイナミックレンジが決定される。

ダイナミックレンジと光パルス窓内の測定範囲（ピークを掃引する範囲）はトレードオフ

の関係にある。 
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図 4.14: 光源の可干渉度によるダイナミックレンジへの影響 

 

第４項 ダイナミックレンジに関するまとめ 

 

 最後にダイナミックレンジに関してまとめる。図 4.15 に示すように光源の位相雑音と、

バンドパスフィルタの帯域によりノイズフロアのフロアレベルが決定する。これはより狭

い帯域のバンドパスフィルタを用いることで改善することができるが、それにより逆に測

定時間が長くなる。つまりダイナミックレンジと測定時間の間にトレードオフの関係があ

ることになる。実験に用いている３電極 DFB-LD ではバンドパスフィルタの帯域が 100 Hz

の場合には約 50 dB、1 kHz の場合には約 40 dB、10 kHz の場合には約 30 dB となった。但

し３電極 DFB-LD の線幅は 2.07 MHz である。次に光ファイバ遅延ループのループ長と光

パルス窓の窓幅により光パルス窓が原因で減少するダイナミックレンジが決まる。窓幅に

対してループ長を長くするほどダイナミックレンジが低下する。この時に測定範囲とダイ

ナミックレンジはトレードオフの関係にある。ループ長と窓幅が等しいときダイナミック

レンジの低下は 3 dB である。最後に可干渉度と測定範囲により減少するダイナミックレン

ジが決まる。光源の線幅が太く、また測定範囲が広いほどダイナミックレンジは低下する。

この点において測定範囲とダイナミックレンジはトレードオフの関係にあると言える。測

定範囲をコヒーレンス長により決定した場合にはダイナミックレンジは約 9 dB 低下する。 
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図 4.15: ダイナミックレンジを制限する要因 

 

第３節 空間分解能 

 

 空間分解能を制限する要因について考察する。空間分解能は光源の光周波数変調により

決まる。この光周波数変調はステップ幅やステップ数、変調周波数が要素となる。これら

の要素に影響を与える要因には干渉計の環境変動による位相雑音、バンドパスフィルタの

帯域、可干渉度、光パルス窓がある。そこでこれらの要因について議論し、最後にまとめ

る。 

 

第１項 環境変動とバンドパスフィルタの帯域による影響 

 

 まず干渉計の環境変動による位相雑音とバンドパスフィルタの帯域について検討する。

図 4.16 のように干渉計のアームが短い場合と長い場合の出力電流のパワースペクトラム

について考える。干渉計の片方の光路には光周波数シフタが設置されている。またこのど

ちらの干渉計も等光路である。干渉計のアームが短い場合には光周波数シフトのシフト周

波数にデルタ関数形状のピークを持つようなパワースペクトラムになる。しかし干渉計の

アームが長い場合には温度変動や振動などの影響により位相雑音が生じてビート周波数が

変動すると考えられる。特に加入者系などの応用分野ではアームの長さが数 km に及び、

片方の光路は外界にあり、直接温度変動や風などによる振動にさらされる。 

そこで実際に図 4.17 のようなヘテロダイン干渉計を構築して受光器後の電流のパワー

スペクトラムの測定を行った。参照光路には光周波数シフタとして 100 MHz のシフト周波

数を持つ AOM を設置した。信号光路に設置した偏波コントローラにより偏波を合わせる

ことにする。信号光路には対象としてアームの短い場合として光ファイバを挿入せずにフ 
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図 4.16: 環境の変動による干渉計への影響 

 

ァイバミラーで反射させた場合と、アームの長い場合として 5 km のシングルモード光フ

ァイバを挿入してファイバミラーで反射させた場合を行った。参照光路の遅延光ファイバ

には、アームの短い場合は何も光ファイバを挿入せず、アームの長い場合には信号光路の

往復を考慮して 10 km のシングルモード光ファイバを設置した。この時にアームの短い場

合も長い場合も等光路になるように調節している。また実験室内では環境が一定になって

しまうことから、5 km のシングルモード光ファイバを実験室の外に数時間置いてから実験

室内に入れて環境が変動するようにして素早く測定した。 

この時の実験結果が図 4.18 である。干渉計のアームが短い場合には図 4.18 (a)のように

AOM のシフト周波数 100 MHz の位置にデルタ関数形状の鋭いピークを持つ。この時、電

気スペクトラムアナライザのバンドパスフィルタの幅は 1 kHz である。ピークの形状はほ

ぼバンドパスフィルタのフィルタ形状になっている。これに対して信号光路に 5 km、参照

光路に 10 km のシングルモード光ファイバを挿入した干渉計のアームが長い場合には図

4.18 (b)のようにビート周波数が揺らいでいることがわかる。この時も同様に電気スペクト

ラムアナライザのバンドパスフィルタの幅は 1 kHz である。このことから km オーダとい 
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図 4.17: 環境変動による干渉計への影響を測定する実験系 

 

った干渉計のアームが長い場合にはビート周波数が揺らぐことが確認できた。その結果バ

ンドパスフィルタの帯域が狭いと正しい干渉情報を得ることができないことがわかる。そ

こでバンドパスフィルタの帯域を 10 kHz に設定して、干渉計のアームが長い場合について

再び測定した。結果が図 4.18 (c)である。バンドパスフィルタの帯域が広いことから干渉計

の環境の変動によりビート周波数が揺らいでないことが判る。バンドパスフィルタの帯域

幅はシステムの測定時間に相当する。バンドパスフィルタの帯域が狭い場合にはそれだけ

システムの測定時間が長いことを意味し、環境の変動などによる揺らぎに影響を受けやす

くなる。逆にバンドパスフィルタの帯域が広い場合にはシステムの測定時間が短いことに

なり、干渉計が環境の変動などにより揺らぐ前に測定を終わらせることができる。すなわ

ち環境変動に強いシステムと言える。 

 ここで空間分解能と環境の変動による位相雑音、バンドパスフィルタの帯域について考

える。ある環境において光ファイバ遅延ループを用いた光波コヒーレンス関数の合成法に

よる遠方監視用リフレクトメトリを用いる場合には、その環境において温度などの変動に

よりビート周波数がどの程度変動するかを測定する必要がある。それによりその環境にお

いてバンドパスフィルタの最低となる帯域が決定する。したがって、デルタ関数形状のピ

ークを持つ光波コヒーレンス関数を合成するための光源での光周波数変調の変調周波数

fsource は、 
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図 4.18: 環境変動による干渉計出力スペクトラムの変化 (a)干渉計のアームが短い場合 

(b)干渉計のアームが 10 km ある場合 (c)バンドパスフィルタの帯域が 10 kHz の場合 
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(4.30)     BPFsource Wf >  

という条件を満たす必要がある。WBPF はバンドパスフィルタの帯域に相当する周波数であ

る。これは時間で考えるとバンドパスフィルタの帯域で決まる測定時間よりも短い時間で

光源の光周波数変調を終えなければならないということである。光源の光周波数変調の周

期が制限されると、それにより光源の変調のステップ数が制限されることになる。変調の

ステップ数が多ければ多いほど光周波数変調の総変調量が増加し、それに反比例して空間

分解能が向上する。この変調のステップ数が制限されるということは空間分解能が制限さ

れるということである。つまり空間分解能と測定時間の間にはトレードオフの関係がある。 

  

第２項 可干渉度による影響 

 

次に可干渉度による影響について検討する。図 4.19 に示すように可干渉度は光路差が大

きくなるにつれて減少していく。光ファイバ遅延ループを用いた光波コヒーレンス関数の

合成法による遠方監視用リフレクトメトリでは光波コヒーレンス関数を合成する為の光源

への光周波数変調の各ステップの一部を切り出している。したがってこの光路差が光波コ

ヒーレンス関数を合成する為の光源への光周波数変調の１ステップのステップ長に等しい

ときに、信号光パルスと参照光パルスは光周波数変調の変調段がちょうど一段ずれた状態

で重なる。この状況では信号光パルスと参照光パルスの周波数差がそれぞれのステップご

とに異なることから、受光器ではビート周波数がステップごとに異なるような状態になり

様々な周波数成分が生じることになる。この現象によるダイナミックレンジへの影響を抑

圧する為には、光路差が１ステップのステップ長に等しくなったときには可干渉度がシス

テムのダイナミックレンジよりも低くなるようにする必要がある。これにより例え１ステ

ップずれた状態で信号光パルスと参照光パルスが重なったとしても、ダイナミックレンジ

に影響を与えない。これにより光波コヒーレンス関数を合成する為の光周波数変調の１ス

テップのステップ長が決定される。ダイナミックレンジが大きいときにはステップ長が長

くなり空間分解能が劣化する。したがってこの点ではダイナミックレンジと空間分解能は

トレードオフの関係にある。 
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図 4.19: 光源の可干渉度と光周波数変調のステップ長の関係 

 

第３項 光パルス窓による影響 

 

最後に光パルス窓の窓幅と合成するデルタ関数形状のピークを持つ光波コヒーレンス

関数のピーク間隔による影響について検討する。光ファイバ遅延ループを用いた光波コヒ

ーレンス関数の合成法による遠方監視用リフレクトメトリでは、光パルス窓によりピーク

列の中からただひとつのピークを取り出している。したがってピークの間隔は光パルス窓

の窓幅よりも最低でも大きくする必要がある。ピークの間隔は前章の式(3.5)でわかるよう

に、デルタ関数形状の光波コヒーレンス関数を合成する為の矩形波変調における１ステッ

プの周波数変調量に反比例する。つまりピークの間隔を広げるためには周波数変調量を少

なくする必要がある。しかし、空間分解能について考慮する場合には、ステップ数が決ま

っているとすると、１ステップの周波数変調量が多いほど空間分解能が向上することにな

る。ピーク間隔が最低となるのは光パルス窓の窓幅に等しいときであるので、そのピーク

間隔に相当する周波数変調量が最大となる。つまり光パルス窓により１ステップの周波数

変調量が決まる。 

  

第４項 空間分解能に関するまとめ 

 

以上の議論についてまとめると、まず環境の変動による位相雑音と、受光器後に設置す

るバンドパスフィルタの帯域幅により、光源の光周波数変調の周期が決定する。次に可干

渉度とダイナミックレンジの関係から、光周波数変調の１ステップのステップ長が決まる。
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そして最後に光パルス窓の窓幅と合成する光波コヒーレンス関数のピーク列におけるピー

ク間隔により１ステップの周波数変調量が決定する。それによりシステムにおいて、光波

コヒーレンス関数を合成する為の光周波数変調波形が決まり、空間分解能が決定する。 

 

第４節 測定範囲 

 

 このシステムの測定範囲は図 4.20 のように各光パルス窓の窓幅と窓の数により決まる。

光パルス窓の窓幅については光ファイバ遅延ループのループ長や光波コヒーレンス関数の

ピーク間隔、コヒーレンス長などが影響する。窓の数は光ファイバ遅延ループ内にある光

周波数シフタの周波数シフト量と受光器の帯域により決まる。光パルス窓の窓幅について

は空間分解能やダイナミックレンジなど他のシステム性能と含めて決定することになる。

そこでこの節では主に窓の数について議論することにする。 

 受光器の帯域は用いる受光器にのみ依存する。一般に帯域の広い受光器ほどコストがか

かる。また受光器の帯域が広くなると、受光器後に設置するバンドパスフィルタも高周波

に対応する必要があり、コストがかかるようになる。したがって、窓の数を考える場合に

は受光器の帯域よりも、光ファイバ遅延ループ内にある光周波数シフタの周波数シフト量

が重要となる。 

L

・・・

f

Window width

Loop length

signal path

Bandwidth of PD

Frequency shift
 

図 4.20: 測定範囲を決定する要因 
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光ファイバ遅延ループ内にある光周波数シフタの周波数シフト量を決定する要因につ

いて考察する。まず図 4.21 のような光ファイバ遅延ループが存在しない光波コヒーレンス

関数の合成法による遠方監視用リフレクトメトリにおいて、受光器後の出力電流がどのよ

うなスペクトルになるかについて議論する。光ファイバ遅延ループを用いた光波コヒーレ

ンス関数の合成法による遠方監視用リフレクトメトリでは、デルタ関数形状のピークを持

つ光波コヒーレンス関数を合成するために図 4.21 のように矩形波状に多段に光周波数変

調を行っている。また合成されたデルタ関数形状のピークを掃引するために矩形波状に多

段に光位相変調を行っている。さらに光スイッチで光パルスにするために光源の光周波数

変調のステップの一部を切り出している。これは信号光路の対象となる光ファイバや光導

波路上に、光パルス窓を作りただひとつのピークが存在するようにしている。 

 ここで改めて受光器直後の式(3.8)を出すと、 

( ) ( ) ( ) ( )

( ) ( ) ( ) ( )[ ] (3.8)     

2exp

1 1

22 0∑∑
= =

++−+−∗

∗

−−−=

⋅−=
N
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N

m

jffjtfffj

A

mnmnAemTtAnTtA

tfjtVtVti

θτππτ

πτ
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Σ
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Fiber under test
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OSW
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・・・

3dB coupler
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・・・

 

図 4.21: 光波コヒーレンス関数の合成法による遠方監視用リフレクトメトリ 
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である。ただし、n=m のときのみに出力の値を持つことから、 

( ) ( ) ( ) ( )[ ] (4.31)     
1

22 0∑
=

++−∗ −−−=
N

m

jffjtfj mmAemTtAmTtAti θτππτ  

と簡略化できる。信号光路と参照光路が等光路の場合には時間遅延が生じないことから参

照光路に挿入した光周波数シフタのシフト周波数を周波数とする信号となる。この時にパ

ルスは完全に重なっていることから信号の包絡線は光スイッチへの変調信号に等しい。こ

の時に式(4.31)は、 

( ) ( ) [ ] (4.32)     
1

22∑
=

+−=
N

m

jtfj mAemTtAti θπ  

と表され、キャリア信号に矩形波状の強度変調をかけたことになり、この信号のパワース

ペクトラムの包絡線は、 

( ) ( )( )
( ) (4.33)     

sin

0

0

Tff
TffT

fX
−

−⋅
=

π
π

 

という式で表され、Sinc 関数のようなパワースペクトラムとなる。 

 一方で信号光路と参照光路に光路差がある場合には式(4.31)をそのまま用いることにな

る。この時にはパルスの重なった部分だけにビート信号が存在するようになる。これは強

度変調である。光路差により各周波数ステップに相当する位相変化がそれぞれのパルスに

生じる。これは位相変調である。この強度変調と位相変調により出力信号のパワースペク

トラムが広がる。光路差によりパワースペクトラムの広がり具合が変化し、それに伴って、

ビート周波数成分が変化することで光波コヒーレンス関数の形状となる。光波コヒーレン

ス関数の合成法では、この信号をバンドパスフィルタに通すことで不要な情報成分を除去

し、ビート周波数成分のみを抽出する。そこで式(4.31)で表される出力信号のパワースペク

トラムをシミュレーションする。光周波数シフタのシフト周波数 fA を 80 MHz、光源での

光周波数変調の 1 ステップの時間長を 500 ns、変調ステップ数が 160 ステップ、したがっ

て変調周波数は 12.5 kHz、パルスにする強度変調の周波数は 2 MHz とした場合の出力信号

のパワースペクトラムが図 4.22 である。必要とする周波数成分 (80MHz) 以外にもピーク

が出来ている。光波コヒーレンス関数の合成において、これは本来不要な情報成分であり

バンドパスフィルタで除去されているので気にかける必要が無い。しかし測定範囲を広げ

るために各光パルス窓の反射情報を異なるビート周波数成分から抽出することを考える場

合にはこれらの不要な情報成分の様子について考察する必要がある。ビート周波数の周囲 
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図 4.22: 光波コヒーレンス関数の合成法による遠方監視用リフレクトメトリにおける出力

電流スペクトラムのシミュレーション 

 

の離散的なピークは光波コヒーレンス関数を合成するための光周波数変調の変調周波数に

より決まる周波数間隔で並んでいる。光路差が大きくなるにつれて、光波コヒーレンス関

数に対応する物理量であるビート周波数 (80MHz) の成分が減少していくが、それに伴い

減少した分のパワーは周囲のサイドピークに移る。このときサイドピークの周波数間隔は

光路差が変化したことには不感であり、そのパワーが変化するだけである。 

これまでの議論より光波コヒーレンス関数の合成法では出力信号のパワースペクトラ

ムが周波数軸上に広がりをもつことが分かる。その為に単純に光ファイバ遅延ループ内に

おける光周波数シフタのシフト周波数を設定することができない。しかしその周波数軸上

での広がりは離散的なものであり、光源の光周波数変調における変調周波数の間隔でピー

クを持つ。このことから光ファイバ遅延ループを用いた光波コヒーレンス関数の合成によ

る遠方監視用リフレクトメトリにおいて、光ファイバ遅延ループ内の光周波数シフタのシ

フト周波数を適切に設定して、各光パルス窓のパワースペクトラムの不要なサイドピーク

がお互いに影響を与えないようにする必要がある。それぞれの光パルス窓内における反射

情報のクロストークを抑圧する為には図 4.23 のように２つの手法が考えられる。まず、各

光パルス窓のビート周波数の間隔を十分に大きくして、互いに影響を与えないようにする 
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図 4.23: 各光パルス窓の反射情報が重ならないようにシフト周波数を設定する手法 

 

手法である。各光パルス窓ごとのパワースペクトラムはビート周波数を中心として、そこ

から離れるにしたがって小さくなる。このときのパワースペクトラムの包絡線は、光スイ

ッチから出力される光パルスの形状により決まる。したがって適切にシフト周波数を設定

することでクロストークを抑圧することができる。もう一方が、サイドピークとサイドピ

ークの間の周波数に別の光パルス窓のビート周波数を設定することで互いに影響を与えな

いようにする手法である。サイドピークの周波数間隔は光路差が変化したことには不感で

あることからクロストークが抑圧することができる。サイドピークの間隔は光波コヒーレ

ンス関数を合成する為の光周波数変調の変調周波数により決まり、またそれぞれのピーク

の幅は受光器直後のバンドパスフィルタの帯域により決まる。 

 シフト周波数を十分に大きくする手法について検討する。図 4.24 のように光ファイバ遅

延ループを用いた光波コヒーレンス関数の合成法による遠方監視用リフレクトメトリでは

光源の直接周波数変調に同期して光スイッチは動作する。このとき光周波数変調のステッ

プの一部を矩形波状に切り出す。したがって光周波数変調のステップ長を周期とする方形

波の強度変調となる。このような方形波のパワースペクトラムは Sinc 関数を包絡線とする

形状となる。このパワースペクトラムの包絡線の形状は常に一定ではなく図 4.25 のように

反射点の位置により形状が変化する。等光路である場合には信号光のパルスと参照光のパ

ルスが完全に重なることから、電流信号のパルス幅も広い。したがってパワースペクトラ

ムの Sinc 関数の周期が短くなり、逆にパルス幅が広いことからパワースペクトラム全体の

強度は増加する。したがってパワースペクトラムになる。これに対して光路差が生じた場 
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図 4.24: 光パルスによる出力電流スペクトラムの包絡線 
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図 4.25: 光路差による出力電流スペクトラムの包絡線の変化 
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合には信号光のパルスと参照光のパルスの重なる部分が減少する。これにより電流信号の

パルス幅が狭くなる。したがってパワースペクトラムの Sinc 関数の周期がながくなる。逆

にパルス幅が狭いことから全体として強度は減少する。ここで重要となるのがダイナミッ

クレンジとの関係である。図 4.25 からわかるように包絡線が Sinc 関数であることから中

心となる周波数からずれるにしたがってパワーが減少する。このパワーがシステムのダイ

ナミックレンジより小さくなる周波数が重要である。図 4.26 のように光路差によりスペク

トルの包絡線の形状が変化することから、全ての光路差、全ての包絡線の形状においてダ

イナミックレンジより小さくなる最大の周波数がある。光ファイバ遅延ループ内にある光

周波数シフタのシフト周波数が、この最大の周波数よりも大きい場合には互いに影響をあ

たえることはない。したがってシフト周波数の最適はこの最大の周波数ということになる。

この時には図 4.26 のように周波数軸上に各光パルス窓のスペクトルが並ぶ。 

 次にサイドピーク間に別の光パルス窓のビート周波数を設定する手法について検討する。

光波コヒーレンス関数の合成法によるリフレクトメトリでは全ての変調が光源の光周波数

変調に同期して行われる。その為にシステム全体としての周期は光源の光周波数変調の周 

 

f f

Phase noise

OPD≒0 OPD>0

∆f(OPD) ∆f(OPD)

Frequency Shift ∆fshift > ∆f(OPD)

f∆fshift

Phase noise

∆f ∆f ∆f ∆f ∆fshift shift shift shift shift  

図 4.26: シフト周波数を十分に大きくした場合の出力電流スペクトラムの様子 
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期により決まる。このことから出力信号のパワースペクトラムは光源の光周波数変調の変

調周波数間隔でサイドピークが並ぶ。またそれぞれのピークは受光器後に設置しているバ

ンドパスフィルタの帯域によりピーク幅が決まる。このピーク幅とサイドピーク間隔によ

り、図 4.27 のようにひとつのピーク間に挿入することができるビート周波数の数が決定す

る。 

 さらに光パルス窓の窓数を増やすために、この２つの手法を併用する方法がある。その

様子を図 4.28 に示す。シフト周波数を、 

(4.34)     1
sourcesourceshift f

n
mff +=∆  

とする。これはビート周波数のピークに対して m 番目と m+1 番目のサイドピークの間に、

ピーク間隔の 1/n の周波数に隣の光パルス窓のビート周波数を設定することを示している。

これにより n 個の隣り合う光パルス窓のパワースペクトラムは互いのサイドピークがピー

ク間に配置されるようになる。ただし、n+1 番目の光パルス窓のパワースペクトラムとは

クロストークが生じる。ここで n+1 番目の光パルス窓のビート周波数との周波数差 n∆fshift

が十分に大きくなるように設定することで、1 番目と n+1 番目のサイドピークは互いにシ

ステムのダイナミックレンジよりも小さくなり、クロストークを抑圧することができる。 

Modulation frequency

f

∆fshift  

図 4.27: サイドピーク間に別の光パルス窓のビート周波数を設定する手法 
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f∆fshift ∆fshift  

図 4.28: 出力電流スペクトラムの包絡線を考慮してビート周波数をサイドピーク間に設置

する手法 

 

第５節 測定時間 

 

 測定時間はシステムの性能を決定する重要な性能である。このシステムにおいて測定時

間を決定する要因としては、ある１点の反射率を測定する時間、測定点の間隔、あるひと

つの光パルス窓の測定範囲、そして光パルス窓数である。まずある１点の反射率を測定す

る時間である。これは直接決定する要因としては、出力段に設けたバンドパスフィルタの

帯域である。次に測定点の間隔はシステムの空間分解能と位置精度により決まる。さらに

光パルス窓の測定範囲は光源のコヒーレンス長や光波コヒーレンス関数のピーク間隔によ

り決まる。最後に光パルス窓数は受光器の帯域と光周波数シフト量により決まる。これら

のパラメータは測定範囲・空間分解能・ダイナミックレンジなどの他の性能にも影響する。

ある１点の反射率を測定する時間を 1 msec、測定点の間隔を 1 cm、測定範囲を 1 km とす

ると測定時間は 100 sec となる。 

 

第６節 システム性能に関するシミュレーション 

 

 前節までの各性能についての説明より、光ファイバ遅延ループを用いた光波コヒーレン

ス関数の合成法による遠方監視用リフレクトメトリのシステム性能に関するシミュレーシ

ョンを行う。まず前提となるパラメータを述べる。光源の線幅を 2 MHz、出力段における

電気のバンドパスフィルタの帯域を 10 kHz、1 kHz、100 Hz、受光器の帯域を 1 GHz、そし
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て光ファイバ遅延ループのループ長と光パルスのパルス幅を等しくした。光源の線幅を 2 

MHz としたのは、実験において使用した光源の線幅と対応するためである。次にバンドパ

スフィルタの帯域については、ダイナミックレンジと環境変動の点から決定した。端面反

射を考慮するとダイナミックレンジは最低でも 20 dB 以上が望ましい。またダイナミック

レンジを向上させるために帯域を狭めると環境変動の影響がでる。このことから上記の３

つの帯域に設定した。さらに受光器の帯域であるが、これは実験において使用する受光器

の帯域と対応している。測定範囲の拡大を行う場合にはより広い帯域を持つ受光器が必要

となる。しかしながら高周波用の受光器とそれに対応するバンドパスフィルタはコストが

かかる。 

光ファイバ遅延ループのループ長と光パルスのパルス幅が等しいのは、図 4.29 のような

状況である。この時の光パルス窓は三角形が互いに重なったような形状となっている。こ

れは信号光パルスと参照光パルスが互いにずれ始めると、ループを１周だけ余計に周回し

た参照光パルスと重なることになる。光パルス窓同士が重なりあっていることによる各 

Reference pulse 

N

N+1

Optical pulse window

Sweep

Signal pulse 

Measurement 
region

L

 
図 4.29: 光ファイバ遅延ループのループ長と光パルス幅を等しくした時の光パルス窓とそ

の測定範囲 
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光パルス窓での反射情報のクロストークは各光パルス窓内の反射情報を調べるための光波

コヒーレンス関数のピークを掃引する範囲を制限することで防ぐ。信号光パルスと参照光

パルスの時間差がちょうど光パルス幅の半分に相当するときに各光パルス窓の出力は等し

くなる。それは時間差がない場合の出力のちょうど半分の大きさとなる。これが光波コヒ

ーレンス関数のピークを掃引する幅である。ひとつの窓に存在する光波コヒーレンス関数

のピーク列のピーク間隔を、光パルス窓の窓幅と同じにすることにより各光パルス窓の反

射率分布が連結され、全ての光パルス窓をあたかもひとつの光波コヒーレンス関数のピー

クで全て掃引したかのような反射率分布を得ることができるようになる。ここで、この場

合におけるダイナミックレンジについて考える。先ほど説明したようにピークの掃引する

範囲は光パルス窓の出力が半分になる場所である。したがってピークが掃引する一番端の

場合でも 3 dB しか低下しないことになる。 

 バンドパスフィルタの帯域を 10 kHz にした場合の結果を図 4.30 に示す。それぞれの点

は光パルス窓の窓幅が異なり、上から順番に 30 m、25 m、20 m、15 m、10 m である。光

パルス窓の窓幅を大きくすることで測定範囲が拡大されていることが判る。しかし、それ

に伴って空間分解能が劣化している。さらにダイナミックレンジにおいても測定範囲の拡

大により低下していることがわかる。1 km の測定範囲では空間分解能が約 40 cm、ダイナ

ミックレンジも-17 dB となる。したがってバンドパスフィルタの帯域では km オーダの測

定範囲と 10 cm の空間分解能を実現することはできない。 
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図 4.30: 空間分解能・測定範囲・ダイナミックレンジのシミュレーション（バンドパスフ

ィルタの帯域 10 kHz） 
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次にバンドパスフィルタの帯域を 1 kHz にした場合の結果を図 4.31 に示す。バンドパス

フィルタの帯域が 10 kHzである場合に比べて空間分解能が全て 10 cm以下と向上しており、

ダイナミックレンジも 10 dB ほど向上している。しかし測定範囲については最大でも約 400 

m 程度であり、km オーダの測定範囲を実現することはできない。 

 ここで図 4.31 の結果について考察する。バンドパスフィルタの帯域を 10 kHz から 1 kHz

にしたことにより光源の FM 雑音により生じるローレンツ形状のノイズフロアのフロアレ

ベルが 10 dB ほど下がり、それによりダイナミックレンジが向上した（図 4.32）。一方でビ

ートスペクトラムの広がりによる影響を抑圧するために、光周波数シフト量をより大きく

する必要がある。結果として光パルス窓数が減少し測定範囲が狭まった。そこでバンドパ

スフィルタの帯域を 1 kHz の場合において、ダイナミックレンジを 10 dB ほど低下させ、

光周波数シフト量を帯域 10 kHz の場合と同様にすることで測定範囲の拡大を行った。その

シミュレーション結果が図 4.33 である。図 4.31 の場合に比べて測定範囲が拡大されてい

ることがわかる。測定範囲が 1 km の場合には空間分解能は約 5 cm となっている。しかし

ながらダイナミックレンジが-17 dB 程度になっている。 

 ここまでのシミュレーションでは、第４節の最初に述べたビートスペクトラムの包絡線

がダイナミックレンジの範囲で、各光パルス窓同士で影響を与えないように光周波数シフ 

 

図 4.31: 空間分解能・測定範囲・ダイナミックレンジのシミュレーション（バンドパスフ

ィルタの帯域 1 kHz と 10 kHz） 
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図 4.32: バンドパスフィルタの帯域によるシフト周波数の変化とダイナミックレンジを制

限することによるシフト周波数の変化 
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図 4.33: ダイナミックレンジを 10 dB 制限した場合の空間分解能・測定範囲・ダイナミッ

クレンジのシミュレーション（バンドパスフィルタの帯域 1 kHz と 10 kHz） 

 

ト量を決定する手法を用いていた。そこでさらに第４節の最後に述べたビートスペクトラ

ムが離散的なピークを持つ形状であることを利用して、光周波数シフト量を決定する手法
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を導入して光パルス窓の窓数を増やす。このシミュレーション結果が図 4.34 である。サブ

ピーク間に３つの光パルス窓のサブピークを配置することで測定範囲が３倍に拡大されて

いる。このとき、測定範囲と空間分解能はトレードオフの関係になっていることから、空

間分解能も３倍になり劣化している。このシミュレーション結果より 1 km 以上の測定範

囲と 10 cm の空間分解能、そして 20 dB のダイナミックレンジが可能であることを示され

た。 
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図 4.34: 出力電流スペクトラムの包絡線を考慮してビート周波数をサイドピーク間に設置

する手法を用いた場合の空間分解能・測定範囲・ダイナミックレンジのシミュレーション

（バンドパスフィルタの帯域 1 kHz と 10 kHz） 

 

第７節 まとめ 

 

 本章では前章で述べた光ファイバ遅延ループを持つ光波コヒーレンス関数の合成法によ

る遠方監視用リフレクトメトリにおけるシステム性能について説明した。システム性能に

ついてはダイナミックレンジ・空間分解能・測定範囲・測定時間の４つについて注目し、

それぞれの性能が制限される要因について検討した。シミュレーションでは km オーダの

測定範囲と 10 cm の空間分解能、そして 20 dB のダイナミックレンジが可能であることを

示した。 
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第５章 
 

コヒーレンス長を超えた領域における光波コヒ

ーレンス関数の合成法によるリフレクトメトリ 

 
第１節 はじめに 

 

 干渉計測、あるいはコヒーレント検波を行う光ファイバリフレクトメトリにおいては使

用する光源のコヒーレンス長は非常に重要なパラメータである。光源はある有限の帯域幅

を持つことから光路差の増加とともに可干渉度が減少する。この時に光路差が零であると

きに比べて可干渉度が 1/e になった時の光路差をコヒーレンス長（可干渉長）と呼ぶ。光

路差がコヒーレンス長よりも大きくなった場合には第４章でも説明したように出力信号の

パワースペクトラムが周波数軸上において広がる。一般的に干渉計測を行うリフレクトメ

トリではコヒーレンス長内であることを前提としている。その為に測定範囲がコヒーレン

ス長により制限されることになる。測定距離の延長や測定範囲の拡大について検討するた

めには、コヒーレンス長を超えた場合について議論する必要がある。 

 干渉計測を行う代表的な手法である OFDRにおいてもコヒーレンス長を超えた領域につ

いて考察が行われている[38,105]。OFDR ではビート周波数により位置測定を行っているこ

とからビート周波数のパワースペクトラムが重要となる。コヒーレンス長内では反射点に

相当するビート周波数においてデルタ関数形状のパワースペクトラムとなるので、空間分

解能は主にバンドパスフィルタの帯域幅により決まる。しかし、コヒーレンス長を超えた

場合には図 5.1 のようにローレンツ形状のパワースペクトラムになり、スペクトラム幅も

光源の線幅の２倍になるため、空間分解能が劣化する。 

同じように干渉計測である OLCRではコヒーレンス長を超えた場合については議論する 
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図 5.1: コヒーレンス長を超えた領域における OFDR の概念図 

 

必要がない。OCLR ではコヒーレンス長が非常に短い光源を用いる。その為に光波コヒー

レンス関数はデルタ関数形状のピークとなり、そのピークを掃引することで反射率分布を

取得する。したがってコヒーレンス長は空間分解能にのみ関係し、測定範囲には関係しな

い。 

コヒーレント検波を行う C-OTDR においてもコヒーレンス長は重要となる。C-OTDR で

はコヒーレント検波を行うことで感度を向上させている。したがって図 5.2 のようにコヒ

ーレンス長を超えると出力信号スペクトラムはローレンツ形状となることから、干渉成分

が減少し感度が低下してしまうと考えられる。 

 保立研究室が提案している OCDR においても測定範囲はコヒーレンス長内であると考

えて議論している[51-61]。OCDR は光源を光周波数変調することで等価的に低コヒーレン

ス光源として、OLCR と同様に反射光分布を測定する。但し OLCR では機械的に参照光路

の長さを変えるのに対して、OCDR は変調により光波コヒーレンス関数のピークの位置を

変化させている。しかしコヒーレンス長の外では光波コヒーレンス関数が存在しないため、

測定をすることが出来ない。別の表現をすると、コヒーレンス長内ではビート周波数成分

は、光源のパワースペクトラムのフーリエ変換である光波コヒーレンス関数という物理量 
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図 5.2: コヒーレンス長を超えた領域における C-OTDR の概念図 

 

になるが、コヒーレンス長の外では対応する物理量がなく議論されていない。OCDR にお

いて測定範囲の拡大を行うにはコヒーレンス長の外での現象について議論する必要がある。 

 そこでこの章ではコヒーレンス長を超えた領域における光波コヒーレンス関数の合成法

によるリフレクトメトリについて説明する。まず正弦波的な光周波数変調によりデルタ関

数形状のピークを持つ光波コヒーレンス関数を合成する手法を用いた OCDR について述

べる。次にコヒーレンス長を超えた領域における光波コヒーレンス関数の合成法によるリ

フレクトメトリを説明する。光源が線幅を持つことを含んだ光波の式を用いて、出力信号

のパワースペクトラムを表現する式を導出する。そして具体的な数値により、光路差の変

化によるパワースペクトラムとビート周波数成分の変化をシミュレーションする。さらに

ビート周波数による変化と、それに対応する検出方法を述べる。また実際に構築した実験

系について説明した後に、5 km 遠方における反射率分布を測定した結果を報告する。そし

てシステムのパラメータと空間分解能とダイナミックレンジについて議論し、最後に既存

の技術である OTDR や OFDR と本論文で述べた手法について比較・検討する。 

 

第２節 正弦波的な光周波数変調を用いた光波コヒーレンス関数の合成法に

よるリフレクトメトリ 

 

 今節では第２章において説明した、デルタ関数形状の光波コヒーレンス関数の合成法を
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応用したリフレクトメトリについて述べる。ここでは特に正弦波的な変調波形を行って合

成する手法を用いる。図 5.3 に原理図を示す。参照光路に光周波数シフタを設置したヘテ

ロダイン干渉計である。矩形波的な変調の場合と異なり、このシステムでは位相変調器を

用いない。光源には同様に半導体レーザを用いる。光源から出た光は 3dB カプラで信号光

路と参照光路に分割される。信号光はそのまま対象に入射され、レーリー散乱やフレネル

反射によりサーキュレータを通して再び干渉計に戻る。参照光は光周波数シフタを通り、

3dB カプラで再び信号光と合波され受光器に到達する。光源はデルタ関数形状の光波コヒ

ーレンス関数を合成する為に図 5.3 のように正弦波的に変調されている。受光器へと入射

された光の強度に応じた電流が出力される。参照光路に光周波数シフタが設置されている

ので、光の干渉成分は光周波数のシフト周波数により決まるビート周波数にのる。そして

ビート周波数成分のみをバンドパスフィルタにより抽出する。抽出されたビート周波数成

分は自乗検波器に入力され自乗検波される。第３章で説明した矩形波的な変調を用いた光

波コヒーレンス関数の合成法によるリフレクトメトリと同じように自乗検波器では光波コ

ヒーレンス関数の絶対値の自乗に相当する物理量が得られる。合成する光波コヒーレンス 
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図 5.3: 正弦波的な光周波数変調を用いた光波コヒーレンス関数の合成法によるリフレク

トメトリ(OCDR) 
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関数は図 2.7 (c)のようなデルタ関数形状のピークを持つ光波コヒーレンス関数であるので、

ピークのある位置からの散乱および反射成分のみを得て、それ以外の位置からの散乱・反

射成分は抑圧されることになる。したがってピーク位置のみの反射情報を得ることになり

位置分解することが可能となる。 

 ここでこのリフレクトメトリシステムの空間分解能を定義する。合成される光波コヒー

レンス関数の絶対値は、 

( ) (2.40)     2sin
2

2
2

1
0 








= τπτγ f

f
f

J  

で表せる。そこで数値計算を行って半値全幅を求めると、 

[ ] (5.1)     9.4

1f
GHzcmz ⋅

=δ  

と表される。この式は f1 が f2 に対して 10 倍以上大きい場合に成立する近似式である。実

際の実験では f1は GHz オーダで、f2は MHz オーダであることからこの近似は妥当である。

またこの近似式から空間分解能は f0 と f2 に依存せず、f1 に反比例することがわかる。 

 次に合成されたコヒーレンスピークの間隔について考える。光波コヒーレンス関数の絶

対値が、 

( ) ( ) (5.2)     τγτγ =+T  

のように周期を満たす T は式(2.32)から、 

(5.3)     1

2f
T =  

と表せる。したがってコヒーレンスピークの間隔は、 

(5.4)     
2 2f
cD =  

と表すことができる。式(5.4)からコヒーレンスピークの間隔は f2 に反比例することがわか

る。正弦波的な光周波数変調を用いた光波コヒーレンス関数の合成法によるリフレクトメ

トリでは干渉計に位相変調器が含まない。したがってコヒーレンスピークのシフトは位相

変調ではなく、光源の光周波数変調を変えることで行う。式(5.4)から判るようにピークの

間隔は f2 により変化させることができる。矩形波的な変調で光波コヒーレンス関数を合成

した場合には位相変調により等光路に存在する０次のピークを掃引する。正弦波的変調で

は等光路の０次のピークではなく、１次以上のピークを f2 の変化によりピーク間隔を変え
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ることで掃引する。この時に測定範囲は式(5.4)で決まるコヒーレンスピーク間隔となる。

それ以上にピークを掃引した場合には他の掃引されたピークが重なりクロストークが生じ

る。したがって矩形波的な変調を用いた光波コヒーレンス関数の合成法によるリフレクト

メトリと同様に各ピーク間のクロストークを抑圧するために測定範囲内にはピークがひと

つのみ存在するように掃引範囲と干渉計の光路を調節する。 
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図 5.4: 正弦波的な変調によるデルタ関数形状のピークを持つ光波コヒーレンス関数の合

成法におけるピークの掃引方法 

 

第３節 コヒーレンス長を超えた領域における光波コヒーレンス関数の合成

法によるリフレクトメトリ 

 

 前節の正弦波的な光周波数変調を用いた光波コヒーレンス関数の合成によるリフレクト

メトリではコヒーレンス長内における議論を展開した。今節ではコヒーレンス長外につい

て検討する。コヒーレンス長を超えた領域における光波コヒーレンス関数の合成法による

リフレクトメトリの原理図を図 5.5 に示す。光源にはこれまでと同様に半導体レーザを用

いる。半導体レーザはコヒーレンス長内においてデルタ関数形状のピークを持つ光波コヒ

ーレンス関数を合成する場合と同様に正弦波的に光周波数変調する。光源から出力された

連続光は 3 dB カプラにより信号光路と参照光路に分割される。信号光はサーキュレータを

通して対象となる光ファイバあるいは光デバイスに入射される。対象から反射・散乱され

た光はサーキュレータを通して再び干渉計に入射される。参照光は光周波数シフタにより

周波数シフトされ、もうひとつの 3 dB カプラにより信号光と合波され受光器に到達する。

参照光路に設置した光周波数シフタのシフト周波数 fA を中心周波数とするビート周波数

成分がバンドパスフィルタにより抽出され自乗検波器により検出される。 
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図 5.5: コヒーレンス長を超えた領域における光波コヒーレンス関数の合成法によるリフ

レクトメトリ 

 

 ここで受光器から出力される電流信号のパワースペクトラムについて議論を行う。光源

の光周波数は光波コヒーレンス関数を合成する場合と同様に正弦波的に変調され、 

( ) ( ) (2.36)     2sin 210 tffftf π+=  

と表すことができる。ここから位相 Φ(t)は、 

( ) ( )

( )

( ) (2.37)     2cos2

2cos
2

2

2

2

1
2

2

1
0
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π
π

π

π

 

になる。光源に FM 雑音が存在することを考慮して信号光路と参照光路の光電界 Vs と Vr

を求めると、 
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と表される。この時の受光器上での光の強度は、 

(5.7)     |)()(||)()(||)(||)(| **22 tVtVtVtVtVtVI rsrsrs +++=  

である。受光器から出力される電流は受光する光の強さに比例することから、交流成分 id(t)

は第３項と第４項に比例することになり、 
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と表される。ここでフェーザ表示にすると 
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この信号のパワースペクトラムを求める。まず id(t)の自己相関関数 Rd(τ)は、 
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のように表される。但し、 
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である。ここで式の一部をフーリエ級数展開すると、 
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となり、Jn は n 次の第１種ベッセル関数である。したがって自己相関関数は、 
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となる。この式で n≠m のクロスタームの項を分離すると、 
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となる。ただし、 
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である。Y(t)は n≠m のクロスタームである。n≠m のときは直交になることから、 

( ) (5.18)     0=tY  

である。したがって、 
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である。<expj2πGnoise(t)>は光源が半導体レーザである時の FM 雑音による項である。した

がって式(4.23)より、 
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となる。SF(f)は FM 雑音スペクトラムで、白色ガウス雑音ならば、 

(4.24)     )(
π
δffSF =  

である。ここでδf は光源の線幅である。 
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この自己相関関数 Rd(τ)をフーリエ変換すると、 

( ) ( ) ( )

( )

( ) (5.21)    2exp)])2cos1()sin)((4exp(

))(2exp()(

2exp)])2cos1()sin)((4exp(

))(2exp()([

2exp

2
∞    

0    

∞

∞

2
2

2
∞    

0    

∞

∞

2
2

∫

∑

∫

∑

ττπτπτπ

τπβ

ττπτπτπ

τπβ

ττπτ

dfjdff
f

ffS

nffjJ

dfjdff
f

ffS

nffjJ

dfjRfS

dF

n
An

dF

n
An

d

−××

+=

−×




×





+=

−=

=

∞

∞−

∞

∞−
=

∞

∞−

∫

∫

∫

－－

－－

－

－

 

である。ここで、 
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である。したがって、 
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となる。この時に、 

( ) ( ) ( ) (5.29)     AA FfHFffH −=−∗δ  

という関係を用いた。式(5.29)により出力電流のパワースペクトラムを表現することができ

る。信号光路と参照光路の光路差が光源のコヒーレンス時間より小さい場合、すなわちコ

ヒーレンス長内の場合には H2(f)の第一項が支配的となりデルタ関数形状になる。この時に

はその他の項が無視できることから、通常の光波コヒーレンス関数の合成法となる。逆に

光路差がコヒーレンス時間よりも十分に大きい場合、すなわちコヒーレンス長を超えた領

域では、H2(f)の第二項が支配的となり、その他の項を無視できるため、 
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と表されることから、出力電流のパワースペクトラムは、 
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と表すことになる 

この式より図 5.6 のようにビート周波数 fA を中心として、光源での正弦波変調の変調周

波数 f2 の間隔で、光源の線幅の２倍に相当する半値全幅を持つローレンツ形状のパワース

ペクトラムが並び、それぞれが足し合わさって出力電流のパワースペクトラムになってい

ることが判る。光路差により第１種ベッセル関数の各次数の値が変化し、それに伴って出

力電流のパワースペクトラムも形状が変化することになる。 

ここで光路差による出力電流のパワースペクトラム形状の変化についてシミュレーシ

ョンする。光源の線幅を 2 MHz とした。これは実験に用いる光源の線幅と等しい。このと

きコヒーレンス長は約 60 m である。光源に施す正弦波的な光周波数変調の変調振幅を 5 

GHz とした。またその変調周波数を 100kHz とした。この時に従来の光波コヒーレンス関

数の合成法では光波コヒーレンス関数のピーク間隔は光路長では 2 km である。コヒーレ

ンス長を超えた領域ではこのピークを相関ピークと呼ぶことにする。最後に信号光路と参
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照光路の光路差を 10 km とする。実際の実験系においては信号光路に 5 km の光ファイバ

とその先に 100 %ミラーを設置して、ミラーからの反射を観測することに相当する。光路

差が 10 km というのは５次の相関ピークが存在する位置である。したがって５次の相関ピ

ークを掃引した場合についてシミュレーションすることになる。最後にビート周波数は 0 

Hz に設定した。 

光路差を 10 km から 0 cm、10 cm、25 cm、50 cm と変化させていった場合における出力

電流のパワースペクトラム形状の変化を図 5.7 に示す。光路差が 10 km、すなわち相関ピ

ークと反射点の位置が等しい時には、ビート周波数を中心としたローレンツ形状のパワー

スペクトラムになる。光路差が 10 km から変化する、すなわち相関ピークと反射点の位置

がずれていくにしたがって、出力電流のパワースペクトラムが広がり双峰形状になってい

くことがわかる。出力電流のパワースペクトラムはビート周波数 fA を中心として、光源で

の正弦波変調の変調周波数 f2 の間隔で、光源の線幅の２倍に相当する半値全幅を持つロー

レンツ形状のパワースペクトラムが並び、それぞれが足し合わさって形成される。相関ピ

ークと反射点の位置が等しい時は、ビート周波数 fA のローレンツ形状のパワースペクトラ

ムのみになる。しかし相関ピークと反射点の位置がずれると、その他の周波数を中心とす

るローレンツ形状のパワースペクトラムも生じて足しあわされることになりパワースペク

トラムが広がる。正弦波的な光周波数変調をしている場合には相関ピークと反射点の位置

がずれるほど、ビート周波数 fA から遠い周波数がパワーを持つようになるため、パワース

ペクトラムがより広がる。 

この時にビート周波数成分に注目すると、相関ピークと反射点の位置がずれるほど減少

していることが判る。そこで光源での光周波数変調の変調周波数によるビート周波数成分

の変化をシミュレーションした。その結果が図 5.8 である。正弦波的な光周波数変調を行 

f

P

fA

f2

 

図 5.6: 出力電流スペクトラムの概形 
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(a)

(c)

(b)

(d)
  

図 5.7: 相関ピークと反射点の位置による出力電流のパワースペクトラムの変化 (a)光路

差 0 m (b)光路差 10 cm (c)光路差 25 cm (d)光路差 50 cm 

 

った場合には変調周波数により相関ピークの位置が変化する。そこで変調周波数を 90 kHz

から 110 kHzまで変化させて５次の相関ピークの位置は 4.55 kmから 5.55 kmまで変化させ

た。相関ピークと反射点の位置が等しいときにのみデルタ関数形状の鋭いピークが生じて

いる。反射点の無い位置ではビート周波数成分は少なく-38 dB 程度まで低下している。こ

のシミュレーション結果よりコヒーレンス長を超えた領域においても光波コヒーレンス関

数の合成法を応用することで反射率分布を測定することが可能であることが示された。ま

た図 5.8 の結果がそのまま反射率分布に相当する。反射率分布においては空間分解能が重

要となる。そこで反射点近傍 100 cm の範囲でのビート周波数成分の変化をシミュレーショ

ンした。その結果が図 5.9 である。ビート周波数成分が半分となる半値全幅が 22 cm とな

っている。このことから 5 km 遠方においても cm オーダの空間分解能を実現できることが

わかる。 

 これまでのシミュレーションは全てビート周波数が 0 Hz と設定して行った。そこでビー

ト周波数 fA の値による変化についてシミュレーションする。出力電流のパワースペクトラ 
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図 5.8: 光源の光周波数変調の変調周波数を変えて相関ピークを掃引させた場合における

ビート周波数成分の変化と反射率分布 

22 cm
Spatial resolution

 

図 5.9: ピーク付近の形状における半値全幅と空間分解能 

 

ムを表現する式(5.31) は、ビート周波数により正の周波数領域にシフトした第１項と、ビ

ート周波数により負の周波数領域にシフトした第２項よりなる。したがってビート周波数

を 0 Hz より大きくした場合には周波数領域で 0 Hz の原点で折り返されて足し算したよう

な形になる。ビート周波数を 0 Hz、1 MHz、5 MHz、10 MHz、と増やしていったときの、

光源での光周波数変調の変調周波数によるビート周波数成分の変化をシミュレーションし

た結果が図 5.10 である。ビート周波数を増やすに連れて相関ピークのパワーが減少してい
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ることがわかる。ビート周波数が 0 Hz の場合には式(5.31) においては第１項で表されるパ

ワースペクトラムと第２項で表されるパワースペクトラムは完全に重なるので、足し算さ

れて最大になる。しかし、ビート周波数が増えるに連れて第１項で表されるパワースペク

トラムは周波数領域で正の方向に、第２項で表されるパワースペクトラムは負の方向にシ

フトすることから、次第に分離するようになり観測されるビート周波数成分も第１項のビ

ート周波数成分のみとなっていくことから相関ピークのパワーが減少する。さらにビート

周波数を大きくすると反射点以外の位置においてもピークを持つような形状となる。先程

の光路差による出力電流のパワースペクトラム形状の変化についてのシミュレーション結

果からわかるように、相関ピークと反射点の位置がずれると、出力電流のパワースペクト

ラムは双峰形状となる。したがって、ビート周波数を大きくした場合には式(5.31) の第２

項で表される双峰形状のパワースペクトラムにおける上側のピークが、第１項のビート周

波数に重なり合うために反射点以外にもピークを持つような形状となる。このような場合

には正しい反射率分布を得ることが出来ない。正しい反射率分布を得るには第２項による

影響を抑圧する必要がある。 

(a) (b)

(c) (d)  

図 5.10: ビート周波数を変化させた場合の相関ピーク形状の変化 (a)0 Hz (b)1 MHz  

(c)5 MHz (d) 10 MHz 
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 コヒーレンス長を超えた領域における光波コヒーレンス関数の合成法によるリフレクト

メトリにおいて正しい反射率分布を測定するための３種類の検出方法を述べる。まず図

5.11 のようにビート周波数を十分に小さくする手法がある。ビート周波数による変化のシ

ミュレーションからも判るように、ビート周波数が十分に小さい場合には相関ピークの形

状はデルタ関数形状のピークになる。これは第２項のパワースペクトラムの形状が光路差

により、ローレンツ形状から、台形形状、そして双峰形状に変化することを利用している。

第２項のパワースペクトラムが双峰形状になった時に、上側のピークの周波数が第１項の

ビート周波数よりも大きい場合には、相関ピークの形状に影響を与えない。これにより相

関ピークは反射点の位置にのみデルタ関数形状のピークを持つことになり、正しく反射率

分布を測定することができる。 

 次に図 5.12 のようにビート周波数を 0 Hz として近傍の周波数成分を測定する手法があ

る。通常のコヒーレンス長内における OCDR ではビート周波数成分は光波コヒーレンス関

数に相当する物理量である。したがってビート周波数成分のみを抽出する必要がある。し

かしコヒーレンス長を超えた領域における光波コヒーレンス関数の合成法によるリフレク

トメトリでは、コヒーレンス長外であるために、ビート周波数成分は光波コヒーレンス関 

f

P

f

P

f

P

BPF BPF

BPF

fA fA

fA  

図 5.11: ビート周波数を十分に小さくする手法 
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BPF BPF
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fA=0 Hz fA=0 Hz

fA=0 Hz  
図 5.12: ビート周波数を 0 Hz として近傍の周波数成分を測定する手法 

 

数という物理量ではない。またコヒーレンス長外では出力電流のパワースペクトラムは 

幅を持ったローレンツ形状となる為に、ビート周波数近傍の周波数成分を測定することで、

ビート周波数成分に近い出力を得ることができる。光路差によるビート周波数近傍の周波

数成分の変化をシミュレーションする。ビート周波数を 0 Hz に設定して、測定する周波数

を 0 Hz、1 MHz、5 MHz、10 MHz と変化させる。その結果が図 5.13 である。1 MHz では

ビート周波数成分を測定した場合と同様にデルタ関数形状のピークを得ている。5 MHz 以

降では、出力電流のパワースペクトルが光路差と共に双峰形状となることにより、周波数

成分も双峰形状となっている。したがって、ビート周波数に十分に近傍の周波数成分を測

定することで正しく反射率分布を測定することができる。 

 最後に図 5.14 のようにビート周波数を 0 Hz として、バンドパスフィルタにより直流成

分を除いた低周波成分を積分して測定する手法である。理想的にはビート周波数を 0 Hz

として、そのビート周波数成分を観測することで正しい反射率分布を測定することができ

る。しかし直流成分があることから測定することができない。そこでコヒーレンス長外で

は出力電流のパワースペクトルが広がることを利用して、バンドパスフィルタにより直流

成分を除去して、ローレンツ形状の幅に相当する帯域の周波数成分を測定する。バンドパ 
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(a)

(c)

(b)

(d)  

図 5.13: 測定する周波数を変化させた場合の光路差による各周波数成分の変化 (a)0 Hz 

(b)1 MHz (c)5 MHz (d)10 MHz 
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fA=0 Hz fA=0 Hz

fA=0 Hz
 

図 5.14: ビート周波数を 0 Hz としてバンドパスフィルタにより直流成分を除いた低周波

成分を測定する手法 
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スフィルタの帯域を 1kHz から 50 kHz として光路差によるバンドパスフィルタの出力の変

化をシミュレーションする。その結果が図 5.15 である。0 Hz のビート周波数成分を測定し

たシミュレーション結果と同じように反射点にデルタ関数形状のピークがある。したがっ

て正しく反射率分布を測定することができる。ただし、直流近傍の周波数成分を除去して

いることからパワーは減少している。 

 

 

(a) 

 

(b) 

図 5.15: ビート周波数を 0 Hz としてフィルタによりビート周波数成分と直流成分を除い

た低周波成分を測定したシミュレーション (a)直流成分を除去しない (b)直流成分を除

去 
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第４節 実験系 

 

 コヒーレンス長を超えた領域における光波コヒーレンス関数の合成法によるリフレクト

メトリにおいて基礎実験の実験系を図 5.16 に示す。光源には光周波数変調特性に優れた３

電極 DFB-LD を用いた。中心波長は 1555 nm である。また線幅は 2.07 MHz である。光周

波数のみを変調することができる。次に光周波数シフタとして AOM を用いた。今回の実

験ではシフト周波数が-100 MHz と 100.3 MHz の AOM を使用した。光ファイバカプラは全

て 3 dB カプラである。また光サーキュレータを用いて損失を防ぎ、光源への戻り光を除去

している。偏波コントローラにより受光器において受光の効率が最大になるように信号光

と参照光の偏波をあわせている。受光器には 1 GHz の帯域を持つフォトディテクターを使

用した。実験ではバンドパスフィルタと自乗検波器の替わりに電気スペクトラムアナライ

ザを使用した。 

光源の光周波数変調のパラメータについて説明する。変調波形は正弦波である。光周波

数変調の変調振幅は 5 GHz とした。また変調周波数は 100 kHz とした。これにより空間分 

3-electorde
DFB-LD

(1555nm)

PD
PD(DC-1GHz)

Σ

ESA

Fiber under test
Circulator3dB coupler

3dB coupler

300 kHz (DC cut)

AOM
(100.3MHz)

AOM
(-100MHz)

  

図 5.16: コヒーレンス長を超えた領域における光波コヒーレンス関数の合成法によるリフ

レクトメトリの実験系 
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解能は 22 cm となる。また相関ピークの間隔は光路差では 2 km になり、信号光路上では 1 

km となる。今回の実験では 5 km 遠方を測定することから、５次の相関ピークを掃引する。

相関ピークの掃引は空間分解能が 22 cm であることから、2.5 cm 間隔で掃引するように、

光周波数変調の変調周波数を 0.5 Hz ごとに変化させた。 

 

第５節 実験結果 

 

第１項 ビート周波数を 100 MHz にした場合の相関ピークの形状 

 

 シフト周波数が-100 MHz の AOM を用いた。これによりビート周波数は 100 MHz とな

る。この時に電気スペクトラムアナライザで 10 kHz のバンドパスフィルタを使用してビー

ト周波数成分を測定した。信号光路には 5 km の光ファイバを設置し終端に 100 %光ファイ

バミラーを接続した。これにより信号光路と参照光路にはコヒーレンス長を超える 10 km

の光路差が生じる。光源での光周波数変調の変調周波数を 90 kHz から 110 kHz まで変化さ

せたときの結果が図 5.17 である。５次の相関ピークは 4.55 km から、5.55 km まで掃引さ

れる。この時に相関ピークは反射点以外にもピークを持つような形状となる。これは前節

におけるシミュレーションの結果通りである。したがって 100 MHz のビート周波数では正

しい反射率分布を測定することができないことを確認した。 

 

第２項 100 %ミラーを対象とした 5 km 遠方における反射率分布 

 

 今度はシフト周波数が 100.3 MHzの AOMとシフト周波数が-100 MHzの AOMを用いた。

これによりビート周波数は 300 kHz となる。先ほどと同様に信号光路には 5 km の光ファイ

バを設置し終端に 100 %光ファイバミラーを接続して反射率分布を取得した。その結果が

図 5.18 である。反射点にただひとつのピークが存在する反射率分布となっている。これも

前節のシミュレーション結果通りである。バンドパスフィルタの帯域は 10 kHz である。光

源での光周波数変調の変調周波数を 90 kHz から 110 kHz まで変化させ、５次の相関ピーク

を 4.55 km から、5.55 km まで掃引している。 
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Fiber under test

Correlation peak

Mirror

5 km
Sweep

 

図 5.17: ビート周波数を 100 MHz とした場合のビート周波数成分の変化 

Fiber under test

Correlation peak

Mirror

5 km
Sweep

 
図 5.18: 5 km 遠方における 100%ミラーを対象として取得した反射率分布 
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第３項 空間分解能 

 

 反射率分布からシステムの空間分解能を評価した。信号光路に 5 km の光ファイバを設

置し終端に 100 %光ファイバミラーを接続して、５次の相関ピークをミラーの位置の前後

80 cm の範囲で反射率分布を測定した。ビート周波数は 300 kHz、バンドパスフィルタの帯

域は 10 kHz である。その結果が図 5.19 である。ピークの半値全幅は 19 cm である。これ

により空間分解能は 19 cm である。シミュレーションでは 22 cm であるが、それよりも高

い空間分解能となっている。これは光源の光周波数変調の変調振幅が 5 GHz よりも大きく

なったことが原因である。 

Spatial Resolution
19 cm

Fiber under test
Mirror

5 km

Correlation peak

Sweep

 
図 5.19: 5 km 遠方におけるシステムの空間分解能 

 

第４項 変調振幅を 12.5 GHz での 100%ミラーを対象とした 5 km 遠方での反射率分布 

 

 光源の光周波数変調の変調振幅を 5 GHz から 12.5 GHz に変更して 5 km 遠方の 100%ミ

ラーを対象に測定した反射率分布が図 5.20 である。図 5.18 の場合よりもダイナミックレ
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ンジが向上していることがわかる。この時の空間分解能が図 5.21 である。空間分解能は

8.2 cm である。 

100 % Mirror

Peak

 

図 5.20: 振幅が 12.5 GHz での 5 km 遠方における反射率分布 

 

100 % Mirror

Peak

Spatial Resolution
8.2 cm

 

図 5.21: 振幅が 12.5 GHz でのシステムの空間分解能 
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第５項 測定範囲 5 km での 100%ミラーを対象とした 7.5 km 遠方における反射率分布 

 

 光源の光周波数変調の変調周波数を 10 kHz から 20 kHz まで変化させることで１次の相

関ピークを 5 km に渡って掃引した。この時、信号光路には 7.5 km の光ファイバを接続し、

その先に 100%ミラーを接続した。この時の反射率分布が図 5.22 である。 

100 % Mirror

Peak

 

Measurement Range
5 km

図 5.22: 測定範囲が 5 km の場合における反射率分布 

 

第６項 コネクタを対象とした 5 km 遠方における反射率分布 

 

 信号光路の 5 km の光ファイバの先にコネクタ１により 450 m の光ファイバを接続し、

さらにコネクタ２によりアイソレータを接続した。光源の光周波数変調の変調周波数を

83.3 kHz から 100 kHz まで変化させて、５次の相関ピークを 5 km から 6 km の間に渡って

掃引した。この時の反射率分布が図 5.20 である。コネクタ１からの反射が 84 m の位置に

観測されている。空間分解能は 19 cm で、反射率は- 54 dB である。次にコネクタ２からの

反射が 514 m の位置に観測されている。空間分解能は 19 cm で、反射率は-60 dB である。

また測定範囲は 1 km である。 
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図 5.23: 5 km 遠方におけるコネクタを対象として取得した反射率分布 

 

第６節 システムパラメータと空間分解能 

 

 コヒーレンス長を超えた領域における光波コヒーレンス関数の合成法によるリフレクト

メトリにおいてシステムパラメータと空間分解能の関係について考察する。コヒーレンス

長内の OCDR では光源での光周波数変調の変調振幅のみに空間分解能は依存したが、コヒ

ーレンス長外では、変調周波数や光源の線幅、バンドパスフィルタの帯域などシステムの

様々なパラメータに依存する。 

 まず光源での光周波数変調の変調振幅と空間分解能の関係について検討する。第３節で

導出した出力電流のパワースペクトラムを表現する式(5.31) を用いてシミュレーションす

る。光源の線幅を 2 MHz とする。光源に施す正弦波的な光周波数変調の変調周波数を 100 

kHz とした。また光路差を 10 km として５次の相関ピークの形状をシミュレーションする。
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光源での光周波数変調の変調振幅を変化させた時の空間分解能の変化が図 5.21 である。変

調振幅と空間分解能は反比例の関係にある。したがって変調振幅を大きくするほど空間分

解能が向上する。これは図 5.22 のように変調振幅を大きくすることで、光路差が生じたと

きに出力電流のパワースペクトラムがより広がるようになるからである。シミュレーショ

ンのパラメータでは、空間分解能 10 cm 程度にするには変調振幅は 10 GHz 以上が必要と

なる。 

次に光源での光周波数変調の変調周波数と空間分解能の関係について検討する。光源の

線幅を 2 MHz、光源に施す正弦波的な光周波数変調の変調振幅を 5 GHz とした。光源での

光周波数変調の変調周波数を変化させた時の空間分解能の変化が図 5.23 である。変調周波

数と空間分解能が反比例の関係にあることがわかる。したがって変調周波数を大きくする

ほど空間分解能が向上することになる。変調周波数を大きくすると、図 5.24 のように出力

電流のパワースペクトラムにおいて、ローレンツ形状のパワースペクトラムの間隔が広が 

  
図 5.24: 光源での光周波数変調の変調振幅(f1)と空間分解能の関係 
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f f
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fA fA  

図 5.25: 変調振幅(f1)による出力電流スペクトラムの変化 

 

ることになる。それにより重なりが減ることから、ビート周波数成分が光路差により減少

しやすくなる。ただし、変調周波数は相関ピークの間隔に関係する。変調周波数を大きく

するとピーク間隔が狭まる。ピーク間隔が測定範囲に相当することから、変調周波数を大

きくすると空間分解能は向上するが測定範囲が狭くなる。 

さらに光源の線幅と空間分解能の関係について検討する。光源に施す正弦波的な光周波

数変調の変調振幅を 5 GHz、変調周波数を 100 kHz とした。光源の線幅を変化させた時の

空間分解能の変化が図 5.25 である。光源の線幅と空間分解能が比例関係にあることがわか 

 

 

図 5.26: 光源での光周波数変調の変調周波数(f2)と空間分解能の関係 

 106



f ffA fA
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図 5.27: 変調周波数(f2)による出力電流スペクトラムの変化 

 

る。したがって光源の線幅を細くするほど空間分解能が向上する。これは出力電流のパワ

ースペクトラムでのローレンツ形状の幅が光源の線幅の２倍と決まっているからである。

したがって光源の線幅を細くするほどローレンツ形状の幅が細くなり、図 5.26 のように隣

り合うローレンツ形状のパワースペクトラムの重なりが減少して、光路差によりビート周

波数成分が減りやすくなる。より線幅の細い光源を用いることで空間分解能を向上するこ

とができる。 

 

 
図 5.28: 光源の線幅と空間分解能の関係 
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図 5.29: 光源の線幅による出力電流スペクトラムの変化 

 

最後に受光器の後に設置するバンドパスフィルタの帯域と空間分解能および感度の関

係について考察する。光源の線幅を 2 MHz、光源に施す正弦波的な光周波数変調の変調振

幅を 5 GHz、変調周波数を 100 kHz とした。まずバンドパスフィルタの帯域を 2 MHz、3 MHz、 

5 MHz、10 MHz と変化させたときの、光路差によるバンドパスフィルタからの出力の変化

をシミュレーションした。その結果が図 5.27 である。図 5.28 のように帯域を広げること 

(a)

(c)

(b)

(d)  
 

図 5.30: バンドパスフィルタの帯域によるビート周波数成分の変化 (a)2 MHz (b)3 MHz 

(c)5 MHz (d)10 MHz 
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f
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ffA fA  
図 5.31: バンドパスフィルタの帯域と出力電流スペクトラムの関係 

 

でパワーが増加していることがわかる。すなわち、バンドパスフィルタの帯域を広げるこ

とで感度が向上することになる。ただし、ローレンツ形状のパワースペクトラムの幅に対

してバンドパスフィルタの帯域が十分に大きくなると感度は向上しない。次にバンドパス

フィルタの帯域を変化させた時の空間分解能の変化をシミュレーションした結果が図 5.29

である。バンドパスフィルタの帯域は狭い場合には空間分解能が一定であるが、ローレン

ツ形状のパワースペクトラムの幅と同程度以上になると、帯域を大きくするほど空間分解

能が劣化する。これは図 5.30 に示すように、帯域を広げることで他のローレンツ形状のパ

ワースペクトラムのパワーも加わるようになるからである。したがって感度を向上させる

ためには帯域を大きくする必要があるが、帯域の大きさには空間分解能の劣化が関係する

ことから光源の線幅により決まる限界がある。 

 

図 5.32: バンドパスフィルタの帯域による空間分解能の変化 
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図 5.33: バンドパスフィルタの帯域を広げることによる空間分解能劣化の関係 

 

第７節 システムパラメータとダイナミックレンジ 

 

 コヒーレンス長を超えた領域における光波コヒーレンス関数の合成法によるリフレクト

メトリにおいてシステムパラメータによるダイナミックレンジの変化について考察する。

コヒーレンス長の内外を問わず光波コヒーレンス関数の合成法によるリフレクトメトリで

はダイナイミックレンジはピークの形状により決まる。ピークの形状は光源のパワースペ

クトラムに依存することから、光源での光周波数変調の変調振幅や変調周波数、光源の線

幅などに依存する。 

 まず光源での光周波数変調の変調振幅とダイナミックレンジの関係について検討する。

第３節で導出した出力電流のパワースペクトラムを表現する式(5.31) を用いてシミュレー

ションする。光源の線幅を 2 MHz とする。光源に施す正弦波的な光周波数変調の変調周波

数を 100 kHz とした。また光路差を 10 km として５次の相関ピークの形状をシミュレーシ

ョンする。光源での光周波数変調の変調振幅を変化させた時のダイナミックレンジの変化

が図 5.31 である。変調振幅を大きくすることでダイナミックレンジが拡大されることがわ

かる。これは変調振幅を大きくすることで、光路差が生じたときに出力電流のパワースペ

クトラムがより広がるようになるからである。シミュレーションのパラメータでは、変調

振幅が 10 GHz 以上になるとダイナミックレンジが 40 dB を超えることがわかる。 

次に光源での光周波数変調の変調周波数とダイナミックレンジの関係について検討す

る。光源の線幅を 2 MHz、光源に施す正弦波的な光周波数変調の変調振幅を 5 GHz とした。

光源での光周波数変調の変調周波数を変化させた時のダイナミックレンジの変化が図 5.32 
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図 5.34: 光源での光周波数変調の変調振幅(f1)とダイナミックレンジの関係 

 

である。変調周波数によりダイナミックレンジがほとんど変化しないことがわかる。した

がって測定範囲を拡大するために変調周波数を小さくしてもダイナミックレンジは低下し

ないことになる。これは変調周波数を大きくしても、出力電流のパワースペクトラムの広

がりがそれほど変化しないためである。 

 

 

図 5.35: 光源での光周波数変調の変調周波数(f2)とダイナミックレンジの関係 
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さらに光源の線幅とダイナミックレンジの関係について検討する。光源に施す正弦波的

な光周波数変調の変調振幅を 5 GHz、変調周波数を 100 kHz とした。光源の線幅を変化さ 

せた時のダイナミックレンジの変化が図 5.33 である。光源の線幅を細くするほどダイナミ

ックレンジが向上する。これは出力電流のパワースペクトラムでのローレンツ形状の幅が

光源の線幅の２倍と決まっているからである。したがって光源の線幅を細くするほどロー

レンツ形状の幅が細くなり、隣り合うローレンツ形状のパワースペクトラムの重なりが減

少して、ダイナミックレンジが向上することになる。 

前節の空間分解能と今節のダイナミックレンジの議論からコヒーレンス長を超えた領

域における光波コヒーレンス関数の合成法によるリフレクトメトリでの空間分解能、ダイ

ナミックレンジ、測定範囲の関係をまとめる。空間分解能を向上させるには、光源の線幅

を細くし、光源の光周波数変調の変調周波数を高くし、変調振幅を大きくする必要がある。

この時にダイナミックレンジは空間分解能と同様に向上する。これに対して測定範囲は変

調周波数を高くするために狭まる。測定範囲を広げるには変調周波数を低くする必要があ

る。この時に空間分解能は劣化する。ダイナミックレンジは変化しない。このことから、

空間分解能、測定範囲、ダイナミックレンジをそれぞれ向上させる為には線幅の細い光源

を用いて、光源の光周波数変調の変調周波数を低くし、変調振幅を大きくすることになる。 

 

 

図 5.36: 光源の線幅とダイナミックレンジの関係 
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第８節 光源のパワースペクトラム形状の制御によるダイナミックレンジの

改善 

 

 OCDR や p-OCDR では光波コヒーレンス関数の形状によりダイナミックレンジが決定さ

れる。光波コヒーレンス関数は光源のパワースペクトラムのフーリエ変換であることから、

光源のパワースペクトラム形状を制御することでより鋭いデルタ関数形状のピークを持つ

光波コヒーレンス関数を合成することが可能となる。コヒーレンス長を超えた光波コヒー

レンス関数の合成法によるリフレクトメトリにおいても相関ピークの形状によりダイナミ

ックレンジが決定される。この相関ピークの形状はコヒーレンス長内の場合と同様に光源

のパワースペクトラムの形状に強く依存する。したがって光源のパワースペクトラムを制

御することで同様にダイナミックレンジを改善することが可能となる。正弦波的な変調波

形により光周波数変調を行う場合には光源のパワースペクトラムは図 2.7 のように端に鋭

いピークを持つ形状となる。その為に相関ピークの形状も鋭いデルタ関数形状にはならな

い。そこで光源のパワースペクトラムにガウス窓やハミング窓などの窓関数をかけること

で相関ピークの形状を変化させダイナミックレンジの改善を行うことが可能である。光源

のパワースペクトラムの形状を制御する手法としては、光源の光周波数変調の変調波形を

変える手法、強度変調気により強度変調を行う手法、そして光フィルタを用いる手法があ

る。以下では光フィルタを用いることで光源のパワースペクトラムを制御し、ダイナミッ

クレンジを改善する実験と、光周波数変調の変調波形を工夫する手法によりダイナミック

レンジを改善する実験を示す。 

 光フィルタを用いたコヒーレンス長を超えた領域における光波コヒーレンス関数の合成

法によるリフレクトメトリにおいてダイナミックレンジを改善するための基礎実験の実験

系を図 5.34 に示す。光源には光周波数変調特性に優れた３電極 DFB-LD を用いた。中心波

長は 1555 nm である。また線幅は 2.07 MHz である。光周波数のみを変調することができ

る。光源の直後には光フィルタとして中心波長が 1555 nm になるように調整したエタロン

フィルタを設置した。このエタロンフィルタは半値全幅が 1 GHz である。光ファイバカプ

ラは全て 3 dB カプラである。また光サーキュレータを用いて損失を防ぎ、光源への戻り光

を除去している。偏波コントローラにより受光器において受光の効率が最大になるように

信号光と参照光の偏波をあわせている。受光器には 1 GHz の帯域を持つフォトディテクタ

ーを使用した。実験ではバンドパスフィルタと自乗検波器の替わりに電気スペクトラムア 
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図 5.37: 光フィルタを用いたコヒーレンス長を超えた領域における光波コヒーレンス関数

の合成法によるリフレクトメトリの実験系 

 

ナライザを使用して 350 kHz 成分を観測した。 

光源の光周波数変調のパラメータについて説明する。変調波形は正弦波である。光周波

数変調の変調振幅は 2.5 GHz とした。また変調周波数は 100 kHz とした。これにより空間

分解能は 55 cm となる。また相関ピークの間隔は光路差では 2 km になり、信号光路上では

1 km となる。今回の実験では 5 km 遠方を測定するため、５次の相関ピークを掃引する。 

信号光路に 5 km の光ファイバを接続し、終端に光ファイバコネクタを設置した。この

時に５次の相関ピークを掃引して得られた反射光分布が図 5.35 である。測定範囲は 241 m

である。フィルタのない場合には図 5.35 (a)のようにダイナミックレンジが 30 dB となって

いる。エタロンフィルタを挿入した場合には図 5.35 (b)のようにダイナミックレンジが 45 

dB となり 15 dB 改善されている。 

実験ではエタロンフィルタの帯域幅が 1 GHz であることから、空間分解能が 55 cm に制限

されていた。より帯域幅の大きい光フィルタを用いることで空間分解能を向上することが

可能である。またそれにより更にダイナミックレンジを向上させることができる。さらに

最適な形状の特性を持つ光フィルタを用いることでダイナミックレンジを改善することが

できる。 

 114



(a) (b)  

図 5.38: 5 km 遠方の 100%ミラーを対象としたときの反射率分布 (a)フィルタなし (b)フ

ィルタあり 

 

次に光周波数変調の変調波形を工夫したコヒーレンス長を超えた領域における光波コ

ヒーレンス関数の合成法によるリフレクトメトリにおいてダイナミックレンジを改善する

ための基礎実験の実験系を図 5.36 に示す。光源の光周波数変調の変調波形として、これま

での正弦波的な波形ではなく図 5.36 のような波形を用いた。これにより光源のパワースペ

クトラムはハミング窓の形状となる。光ファイバカプラは全て 3 dB カプラである。また光

サーキュレータを用いて損失を防ぎ、光源への戻り光を除去している。偏波コントローラ

により受光器において受光の効率が最大になるように信号光と参照光の偏波をあわせてい

る。受光器には 1 GHz の帯域を持つフォトディテクターを使用した。実験ではバンドパス

フィルタと自乗検波器の替わりに電気スペクトラムアナライザを使用して 350 kHz 成分を

観測した。 

光源の光周波数変調のパラメータについて説明する。光周波数変調の変調振幅は 2.5 

GHz とした。また変調周波数は 100 kHz とした。これにより相関ピークの間隔は光路差で

は 2 km になり、信号光路上では 1 km となる。今回の実験では 5 km 遠方を測定すること

から、５次の相関ピークを掃引する 

信号光路に 5 km の光ファイバを接続し、終端に光ファイバコネクタを設置した。この

時に５次の相関ピークを掃引して得られた反射光分布が図 5.37 である。測定範囲は 241 m

である。正弦波的な場合には図 5.37 (a)のようにダイナミックレンジが 30 dB となり、サイ

ドローブも大きい。光源のパワースペクトラムがハミング窓の形状になるように変調波形

を工夫した場合には図 5.37 (b)のようにダイナミックレンジが 35 dBとなりサイドローブも

抑圧されている。 
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図 5.39:変調波形を変えたコヒーレンス長を超えた領域における光波コヒーレンス関数の

合成法によるリフレクトメトリの実験系 

 

(a) (b)  
図 5.40: 5 km 遠方の 100%ミラーを対象としたときの反射率分布 (a)正弦波的な変調波形 

(b)パワースペクトラムがハミング窓の形状になる変調波形 

 

第９節 他の手法との比較 

 

 本論文ではkmオーダの測定範囲と cmオーダの空間分解能が可能なリフレクトメトリが

テーマであることから、この点について OTDR、OFDR、第３章及び第４章で説明した光
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ファイバ遅延ループを用いた光波コヒーレンス関数の合成法による遠方監視用リフレクト

メトリ、そして本章で説明したコヒーレンス長を超えた領域における光波コヒーレンス関

数の合成法によるリフレクトメトリについて比較・検討する。 

 まず測定範囲と空間分解能について検討する。OTDR は数 10 km から 100 km を超える

測定範囲を実現し既に実用化されているが、空間分解能は 1 m 程度ある。OTDR では光パ

ルスのパルス幅が空間分解能となるが、パルス幅を狭めると受光器での帯域が広がり信号

対雑音比が劣化する。その為に空間分解能は 1 m 程度に制限されている。OFDR は数 10 km

程度の測定範囲を実現しているが、測定範囲と共に空間分解能が劣化する。これは測定範

囲を拡大すると、温度の変動や振動などの環境変動による位相雑音によりビート周波数が

変動し、空間分解能が劣化するからである。14 cm の空間分解能で 1 km の測定範囲という

報告がされている。光ファイバ遅延ループを用いた光波コヒーレンス関数の合成法による

遠方監視用リフレクトメトリでは、実験においては 1 km の測定範囲で 11 cm の空間分解能

を実現している。第４章のシステム性能に関する議論では、シミュレーションにより 15 cm

程度の空間分解能で 3 km から 4 km の測定範囲を実現できることを示している。ただし、

これは受光器の帯域を 1 GHz と制限している。そこでより高大域の受光器を用いることで

10 cm 程度の空間分解能を維持したまま測定範囲を拡大することが可能である。コヒーレ

ンス長を超えた領域における光波コヒーレンス関数の合成法によるリフレクトメトリでは、

実験では 1 km の測定範囲で 22 cm の空間分解能を実現している。前節の空間分解能に関す

る議論から cm オーダの空間分解能を維持して 10 km から 20 km まで測定範囲を拡大でき

ると考えられる。ただし、このリフレクトメトリにおいて測定範囲と空間分解能は光源の

線幅と変調特性のみで決まるため、デバイスに大きく依存することになる。 

 次にダイナミックレンジについて検討する。OTDR では 40 dB から 50 dB 以上のダイナ

ミックレンジを実現している。OTDR ではブランチによるパワーの減少や、受光器の広帯

域化により信号対雑音比が悪い。また空間分解能に相当する光パルス幅内のレーリー散乱

を積分してしまうため、レーリー散乱によるフロアレベルが上昇してしまうという問題も

ある。OFDR においては 80 dB から 90 dB のダイナミックレンジが実現され、レーリー散

乱が観測されている。光加入者系への応用を考えた場合には、光ファイバの管理をするた

めに光ファイバの損失特性を測定することが必要となる。光ファイバの損失特性はレーリ

ー散乱を観測することで測定することができる。光ファイバ遅延ループを用いた光波コヒ

ーレンス関数の合成法による遠方監視用リフレクトメトリは、実験では-40 dB 程度のダイ
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ナミックレンジとなっている。ただし、第４章において議論したように、測定範囲内外を

問わずに反射がある場合には、それによりシステムのダイナミックレンジが制限されるこ

とになる。また測定範囲や空間分解能とトレードオフの関係にある。その為に測定範囲に

より 20 dB から 30 dB 程度のダイナミックレンジとなる。コヒーレンス長を超えた領域に

おける光波コヒーレンス関数の合成法によるリフレクトメトリでは、実験では 35 dB 程度

のダイナミックレンジとなっている。このリフレクトメトリでは相関ピークの形状により

ダイナミックレンジが決まる。相関ピークの形状は光源のパワースペクトラムの形状によ

り決まることから、光周波数変調や強度変調によりパワースペクトラムの形状を変化させ、

ダイナミックレンジを向上させることが可能となる。 

 さらに測定時間について検討する。OTDR の測定時間は数秒から数分である。OTDR は

パルスを数千回も出力し、その戻り光を積分している。したがって測定時間が長いほど信

号対雑音比が向上する。OFDR の測定時間は数秒である。OFDR では光源を鋸波的に光周

波数変調することから、その変調速度が測定時間に影響する。また、ビート周波数を位置

情報に変換することから演算時間が必要となる。光ファイバ遅延ループを用いた光波コヒ

ーレンス関数の合成法による遠方監視用リフレクトメトリの測定時間は数分である。この

リフレクトメトリでは１点の測定時間は 1 msec 以下の短時間であるが、測定点を切り換え

ながら測定するために測定距離により比例的に測定時間は変化する。位相変調の波形を変

えるにより測定点を切り換えることから、任意波形発生器などの性能にも依存する。コヒ

ーレンス長を超えた領域における光波コヒーレンス関数の合成法によるリフレクトメトリ

の測定時間は数分である。このリフレクトメトリも同様に１点の測定時間は 1 msec 以下の

短時間である。また測定点を切り換えながら測定するために測定距離により比例的に測定

時間は変化する。測定点の切り換えは光源の光周波数変調の変調周波数を変えることで行

うことから、同様に任意波形発生器の性能に依存する。 

 最後にコストについて検討する。OTDR は実用化されており低コスト化が行われ 100 万

円程度の低価格の製品も存在する。様々な用途に向けて開発されており、携行版の製品も

発売されている。OFDR は電気スペクトラムアナライザが必要となることから高コストに

なると考えられていた。しかしながら現在では電気スペクトラムアナライザの低コスト化

が行われ 100 万円以下の製品もあることから、OFDR においても低コスト化が可能となる。

ただし、光源の光周波数変調において高性能を要求されることから、光源に関するコスト

が掛かると考えられる。光ファイバ遅延ループを用いた光波コヒーレンス関数の合成法に
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よる遠方監視用リフレクトメトリでは、OFDR と比較して電気スペクトラムアナライザを

用いないことから、その点については低コスト化が可能である。しかしながら、光周波数

シフタや光スイッチ、光増幅器など多数の光デバイスを用いることから、結果として高コ

ストになると考えられる。また受光器の後のバンドパスフィルタとしても可変のバンドパ

スフィルタが必要になりコストが掛かる。コヒーレンス長を超えた領域における光波コヒ

ーレンス関数の合成法によるリフレクトメトリは光デバイスも少なく、また電気スペクト

ラムアナライザや可変のバンドパスフィルタを必要としないことから低コスト化が可能で

ある。ただし、システム性能を光源の線幅や変調特性に依存することから光源のコストが

重要となる。 

 以上の議論をまとめたのが表 5.1 である。既存の研究である OTDR や OFDR は様々な性

能面で優れているが、空間分解能では劣っている。それに対して空間分解能と測定範囲の

両立を重視した場合には本論文で提案したコヒーレンス長を超えた領域における光波コヒ

ーレンス関数の合成法によるリフレクトメトリが優れていることが判る。 

 

表 5-1: 各種リフレクトメトリの性能比較 

Spatial Resolution

Measurement Range

Dynamic Range

Measurement time

Cost

OTDR OFDR #1 #2

1-2m～ 14cm～ 5-10cm 10-20cm

100km～ 1km～ 2-3km～ 5-10km

40-50dB 80-90dB 20-30dB 45dB～

1min.～ 4-5sec. 5-10min. 5-10min.

Very cheap Cheap CheapExpensive

#2 Long range and high 
resolution reflectometry 
by synthesis of optical 
coherence function at 
region beyond the 
coherence length

#1 Elongation of 
Measurement Range by 
Successively Shifting 
Measurement Window 
in a High Spatial 
Resolution 
Reflectometry for 
Optical Subscriber 
Networks by Synthesis 
of Optical Coherence 
Function

 

 

第１０節 まとめ 

 本章ではコヒーレンス長を超えた領域における光波コヒーレンス関数の合成法によるリ

フレクトメトリについて説明した。まず第２章で述べた正弦波的な変調波形によりデルタ

 119



 120

関数形状の光波コヒーレンス関数を合成する手法による OCDR について説明した。空間分

解能や測定範囲の式を導出した。次にコヒーレンス長を超えた領域における光波コヒーレ

ンス関数の合成法によるリフレクトメトリの原理を述べた。光源の位相雑音を含んだ光波

の式により、コヒーレンス長を超えた場合の出力電流のパワースペクトラムを表現する式

を導出し、出力電流のパワースペクトラムや光路差によるビート周波数の変化についてシ

ミュレーションした。そしてビート周波数による検出方法についても説明し、シミュレー

ションで確認した。また実際に構築した実験系を説明した後に、10 km の光路差がある 5 km

遠方において測定範囲 1 km、空間分解能 8.2 cm で取得した反射率分布を報告した。また

測定範囲 5 km も実現した。その後に光源の線幅、光周波数変調の変調振幅と変調周波数、

受光器後のバンドパスフィルタの帯域が空間分解能やダイナミックレンジにどのように影

響するか考察した。また光源のパワースペクトラム形状を光フィルタや変調波形により制

御することでダイナミックレンジが改善されることを説明し、実験により 30 dB から 45 dB

へと 15 dB 改善することに成功したことを報告した。最後に既存の技術である OTDR や

OFDR と本論文で述べたリフレクトメトリについて、測定範囲、空間分解能、測定時間、

ダイナミックレンジ、コストについて比較・検討した。 



 

第６章 
 

結論 
 

 本論文では干渉の特性を制御する光波コヒーレンス関数の合成法を応用した光ファイバ

リフレクトメトリにおいて、測定範囲を拡大する手法について述べた。第１章では光ファ

イバセンサが発展する歴史的な背景と各種光ファイバリフレクトメトリについて説明した。

半導体レーザと低損失な光ファイバの開発により様々な光ファイバセンサの研究が行われ

てきた。その中において光ファイバ通信とも密接な関係にある光ファイバリフレクトメト

リは非常に重要であり、様々な研究や開発がなされている。光ファイバリフレクトメトリ

においては測定範囲と空間分解能は重要なシステム性能である。特に現在は FTTH サービ

スの実用化により光加入者系の診断技術としてkmオーダの測定範囲と cmオーダの空間分

解能を併せ持つ光ファイバリフレクトメトリが求められている。したがって数 km という

遠方において cm オーダの空間分解能を実現することができる光波コヒーレンス関数の合

成法による遠方監視用リフレクトメトリにおいて、その測定範囲を拡大することができる

手法はきわめて重要である。 

第２章では本論文で述べた光ファイバリフレクトメトリの基本となる光波コヒーレン

ス関数の合成法について説明した。光波を数式で扱うことにより干渉計における光の強度

を導きその干渉項における光波コヒーレンス関数を導出した。この光波コヒーレンス関数

は干渉縞の包絡線である可干渉度を表現する。この光波コヒーレンス関数が光源のパワー

スペクトラムのフーリエ変換で与えられることを示した。光源のパワースペクトラムが理

想的な単色光である場合や半導体レーザのようにローレンツ形状、SLD のようにガウス形

状である場合に、その光波コヒーレンス関数の形状を求めた。そして光源のパワースペク

トラムを光源の光周波数を変調することで制御して光波コヒーレンス関数を合成する光波

コヒーレンス関数の合成法の原理を説明した。まず光源の周波数応答性などを調節すると

きに用いる、２値の矩形波的な変調によりできる光波コヒーレンス関数を示した。そして
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光ファイバリフレクトメトリを行う際に用いる、デルタ関数形状のピークを持つ光波コヒ

ーレンス関数を合成する手法として、多段の矩形波的な光周波数変調と正弦波的な光周波

数変調を述べた。最後に、多段の矩形波的な光周波数変調により合成したデルタ関数形状

のピークを持つ光波コヒーレンス関数を、位相変調を併用することで時間遅延軸上におい

てシフトすることができることを説明した。 

第３章では、光ファイバ遅延ループを用いた光波コヒーレンス関数の合成法による遠方

監視用リフレクトメトリについて述べた。まず第２章で説明した矩形波的な変調利よりデ

ルタ関数形状のピークを持つ光波コヒーレンス関数を合成する手法とその光波コヒーレン

ス関数を位相変調により時間遅延軸上にシフトする手法を応用した p-OCDR について説明

した。リフレクトメトリシステムでの出力と光波コヒーレンス関数の関係を示し、空間分

解能と測定範囲に関する式を光波コヒーレンス関数から導出した。続いて光ファイバ遅延

ループを用いた光波コヒーレンス関数の合成法による原理を述べた。光スイッチにより

p-OCDR を遠方監視に応用できることを数式により示し、参照光路に設置した光ファイバ

遅延ループにより測定範囲が拡大する手法を説明した。これにより遠方において cm オー

ダの高空間分解能を維持したまま km オーダまで測定範囲を拡大することが可能となる。

さらに実際に構築した実験系について説明した後に、5 km 遠方においてコネクタを対象と

して空間分解能 11 cm、測定範囲 1 km で反射率分布の測定をした結果を報告した。 

第４章においては、前章で述べた光ファイバ遅延ループを用いた光波コヒーレンス関数

の合成法による遠方監視用リフレクトメトリにおけるシステム性能について説明した。シ

ステム性能についてはダイナミックレンジ・空間分解能・測定範囲・測定時間の４つにつ

いて注目した。まずダイナミックレンジが光源の位相雑音とバンドパスフィルタの帯域、

光ファイバ遅延ループと光パルス窓、可干渉度により制限されることを説明した。次に空

間分解能については、環境変動とバンドパスフィルタの帯域、可干渉度、光パルス窓によ

り制限されることを説明した。さらに測定範囲については、リフレクトメトリシステムの

出力電流のパワースペクトラムを考察することで、クロストークが生じない光ファイバ遅

延ループ内の光周波数シフタのシフト周波数について議論した。最後に測定時間がある１

点の反射率を測定する時間、測定点の間隔、あるひとつの光パルス窓の測定範囲、そして

光パルス窓数により決まることを説明した。その後に実験系でのパラメータをもとにシス

テム性能についてシミュレーションを行い、1 km 以上の測定範囲、10 cm 程度の空間分解

能、そして 20 dB のダイナミックレンジが実現できることを示した。 
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第５章ではコヒーレンス長を超えた領域における光波コヒーレンス関数の合成法によ

るリフレクトメトリについて説明した。まず第２章で説明した正弦波的な光周波数変調に

よりデルタ関数形状の光波コヒーレンス関数を合成する手法を用いた OCDR について述

べた。この時に光波コヒーレンス関数から空間分解能と測定範囲の式を導出した。次にコ

ヒーレンス長を超えた領域における光波コヒーレンス関数の合成法によるリフレクトメト

リの原理を説明した。光源が線幅を持つことを含んだ光波の式を用いて、光路差がコヒー

レンス長を超えた状態における出力信号のパワースペクトラムを表現する式を導出した。

その式をもとに具体的な数値により、光路差の変化によるパワースペクトラムとビート周

波数成分の変化をシミュレーションした。これにより光路差がコヒーレンス長を超えた場

合においても OCDR の手法を用いることで反射率分布を得ることが可能であると示され

た。さらにビート周波数が大きくなると正しい反射率分布を得ることができないことをシ

ミュレーションと実験により確認した。そしてそれに対応する検出方法を３種類述べた。

また実際に構築した実験系について説明した後に、5 km 遠方において 1 km の測定範囲と

8.2 cm の空間分解能で測定した反射率分布を報告した。そして空間分解能が光源の線幅に

比例し、光源の光周波数変調の変調振幅と変調周波数に反比例することを示した。またバ

ンドパスフィルタの帯域を広げることで感度が向上することや、光源の線幅より広げた場

合には空間分解能が劣化するという事を説明した。最後に既存の技術である OTDR や

OFDR、光ファイバ遅延ループを用いた光波コヒーレンス関数の合成法による遠方監視用

リフレクトメトリ、コヒーレンス長を超えた領域における光波コヒーレンス関数の合成法

によるリフレクトメトリについて、測定範囲、空間分解能、ダイナミックレンジ、測定時

間、そしてコストの面で比較・検討した。これによりコヒーレンス長を超えた領域におけ

る光波コヒーレンス関数の合成法によるリフレクトメトリが有力な手法であると確認でき

た。 
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